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南山法学 41 巻 1 号（2017 年）
　
　論　　　説
ベルギー刑法改正の動向
  ―刑法改正草案第 1編の検討（1）
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IV　刑法改正草案―刑罰論の概要
V　おわりに
I　は じ め に
1810 年フランス刑法典を基礎として 1867 年に制定されたベルギー刑法典
は，現在に至るまで 150 年間命脈を保ち存在し続けている，世界最古の刑法
典の一つである。制定当初はフランス刑法典の影響を受けた新古典主義・自
由主義的色彩の強いものであったが，次第に犯罪の増加等の社会の実情に適
切に対応することができないところも生じ，その後の社会防衛的立法により
改正がなされたりしたが，基本的な法典の考え方については大きな改正はな
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されず，時代の要請に合わせて，判例実務等の解釈によって，対応が図られ
てきたといってよいであろう。
これまでも，刑法の全面改正については，Châtel 教授及び D’haenens 教
授が指揮した刑法改正委員会の業績（1970 年の刑法改正の主要な方針に関する報告
書）1），Legros 教授の 1985 年刑法改正草案2），「行刑裁判所，受刑者の施設外
（社会内）での法的地位及び刑の決定」委員会（Holsters 委員会）の業績等3）の
貴重な研究が存在していたが，現在まで刑法典の全面的な改正は実現するこ
とはなかった。
しかしながら，現行の刑法典は，かつての輝きを失い，時代遅れの理解し
にくい道具と化し，一貫性を欠いたものになっているということも事実であ
る4）。多くの条文は刑法制定当時から改正されることなく存在し続けている
一方で，国内的及び国際的な社会の進展に対応するために新たな規定が次々
と設けられ，その整合性という点において，刑法典内部においても矛盾を内
包していた。刑法の全面改正については喫緊の課題とされていた。そこで，
2015 年 10 月 30 日の司法省令によって，刑法及び刑事訴訟法改正委員会が
創設され， 司法大臣は， J. Rozie アントワープ大学教授と D. Vandermeersch
破毀院次長検事・ルーバンカトリック大学教授・ブリュッセルサンルイ大学教
授の 2名の専門家に，刑法改正の方向性の策定と刑法改正提案の準備を委任
した。刑法及び刑事訴訟法改正委員会において 1年程度の検討の結果，2016
年，刑法典第 1 編総則の改正草案5）が提示された。この改正草案は 2017 年 1
月 20 日の閣議で承認され，今後，議会で審議されることになる。なお， 第
2編となる各則の改正草案の作成作業も開始されている。
刑法改正草案の基本原則は，正確性（précision），一貫性（cohérence），単純
性（simplicité）である6）。正確性という点について問題となるのは，司法の安
定性の保障，法規と実務におけるその適用との一貫性，科学的に根拠が示さ
れなかった刑法的前提の放棄，社会の当事者に対して公平かつ効果的である
最適な処罰枠組の存在，法規とその目的との比例性（均衡性）である7）。一貫
性という点について問題となるのは，刑法典の諸規定間の一貫性，刑法典の
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規定と特別法の規定との一貫性，法規と判例による法解釈との一貫性であ
る8）。単純性という点で問題となるのは，実務において存在意義がなく実務
の運用を難しくしているような規定，例えば，政治犯に対する禁錮刑等はも
はや不要であり削除すべきであり，その他，法人の刑事責任，可罰未遂，累
犯，犯罪競合，共犯，加重事由の制度等の改正や単純化の必要性である9）。
今回の刑法改正草案第 1編は，これまでのベルギーの犯罪論・刑罰論に関
する判例・学説の議論を集大成するものであり，EU 刑法の動向を踏まえ
て，21 世紀における刑事立法の一つのモデルを提示しているといえるであ
ろう。特に，刑罰に関する諸規定の分析は，わが国の今後の刑罰制度のあり
方を考えるうえでも，意義を有すると考えられる。改正草案には改正理由書
が付されており，各条文について詳細に説明が加えられているので，改正理
由書を参考にしながら，刑法改正草案第 1編の全体像について分析を加える
ことによって，ベルギー刑法学の現状を明確にしたいと考える。
　 注
 1）　Commission pour la révision du Code pénal, Rapport sur les principales orienta-
tions de la réforme, ministère de la Justice, 1979.
 2）　R. Legros, Avant-projet de Code pénal, ministère de la Justice, 1985.
 3）　3 年間の委員会での検討の結果，2003 年 5 月に最終報告書が提出され，その後，
この報告書を基に，刑罰の執行形態における自由刑を宣告された者の刑事施設外
（社会内）における法的地位及び被害者に認められた権利に関する 2006 年 5 月 17 日
法が制定された。この法律については，末道康之「ベルギーにおける刑罰制度の改
正―電子監視刑と保護観察刑について」南山法学 38 巻 3・4 号（2015）163 頁以
下を参照。
 4）　J. Rosie et D. Vandermeersch avec le concours de J. De Herdt, M. Debauche et M. 
Taeymans, Commission de réforme du droit pénal. Proposition d’avant-projet de Livre 
1er du Code pénal, La Charte, 2016, p. VII.
 5）　J. Rozie et D. Vandermeersch avec le concours de J. De Herdt, M. Debauche et 
M. Taeymans, Commission de réforme du droit pénal. Proposition d’avant-projet de 
Livre 1er du Code pénal préc.
 6）　この点については，Commission de réforme du droit pénal. proposition d’avant-
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projet de livre 1er du code pénal préc., p. 32 を参照。
 7）　Commission de réforme du droit pénal. Proposition d’avant-projet de Livre 1er du 
Code pénal préc., pp. 32 et s.
 8）　Commission de réforme du droit pénal. Proposition d’avant-projet de Livre 1er du 
Code pénal préc., pp. 36 et s.
 9）　Commission de réforme du droit pénal. Proposition d’avant-projet de Livre 1er du 
Code pénal préc., pp. 37 et s.
II　刑法改正草案第 1編
第 1章　予備的規定
1条　本法は憲法 74 条が定める分野を規定する。
第 2章　刑 法 典
1条　以下の諸規定は刑法典第 1編を構成する。
【なお，改正草案では， 以下の第 3 章から第 5 章は，刑法典総則 1 条から 74 条の規定
の後に置かれている。】
第 3章　軍事刑法の改正
3条 1項　次のように規定された 14 条の 5を軍事刑法典に挿入する。「本章
の規定に基づき，軍事刑法の適用を受けない者は，本法典によって処
断される重罪または軽罪に加担した者として処断される。」
2項　刑法典第 1編の規定が，1項所定の者に適用される。
3 項　軍事刑法による拘禁刑及び主刑としての懲戒免職は，人に対する第 2
級〔レベル 2〕の刑によって代替される。
第 4章　廃止される規定
4条　次の規定は廃止される。
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1 号　ａ　刑法 1 条から 99 条の 2 までを含み 2016 年 2 月 5 日法によって
最終改正された刑法典第 1編（1867 年 6 月 8 日法）
　ｂ　1986 年 8 月 4 日法によって最後に改正された刑法 100 条
　ｃ　1934 年 7 月 28 日法によって挿入された 100 条の 2
　ｄ　刑法 416 条
　ｅ　刑法 417 条
2 号　ａ　2003 年 2 月 7 日法によって挿入された刑事訴訟法 163 条 3 項及
び 4項
　b）　1993 年 12 月 24 日法によって挿入された刑事訴訟法 195 条 2 項の以
下の文言。「罰金刑で処断するときは，裁判官は，罰金額の決定には，社会
的状況に照らして，被告人が示した要素を考慮する。」
　c）　2005 年 7 月 20 日法によって挿入された刑法 195 条 3 項
3 号　2016 年 2 月 5 日法によって最終改正された減軽事由に関する 1867
年 10 月 4 日法。
4号　一定の重罪を実行する申込または提案を処断する規定に関する 1875
年 7 月 7 日法。
5号　2014 年 5 月 5 日法によって最終改正された重罪または軽罪の実行の
教唆の処罰に関する 1891 年 3 月 25 日法。
6号　2016 年 5 月 4 日法によって最終改正された停止，執行猶予及び保護
観察に関する 1964 年 6 月 29 日法。
第 5章　施　　行
5条　本法は，次の対象に関する法律と同日に施行される。
　刑法典第 2編改正。
本法施行前に，特別法において採用されている刑を，本法 2条によって代
替される刑法典第 1 編で定義される刑の階級〔レベル〕の一つに対応させる
ための転換システム。
刑の執行に関する法令。
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重罪及び軽罪に関する犯罪の新たな分類並びに新たな犯罪の分類に応じた
刑の階級〔レベル〕及び本章 2 条によって代替される刑法典第 1 編において
新たに定義される刑を受けた刑事訴訟法規則の改正。
刑　法　典
第 1章　総　　則
1 条　犯罪の分類
1項　犯罪は，その重大さに応じて，重罪及び軽罪に分類される。
2項　重罪とは，法律が無期懲役または 20 年以上 30 年以下の懲役を科す犯
罪である。減軽事由を適用して刑を減軽しても，犯罪の本質には影響
しない。
3項　その他の犯罪は軽罪である。法律は軽罪の行為者に適用できる刑罰を
定める。
2 条　罪刑法定主義の原則
1 項　何人も，その構成要素が法律で定められていない重罪または軽罪に
よって処断されることはない。
2項　何人も，法律で定められていない刑罰を科せられることはない。
3項　本条は，国際社会の総意によって承認された一般原則によれば，実行
されたときには犯罪であった作為または不作為を犯した者の裁判及び
処罰を妨げるものではない。
3 条　刑法の時間的適用
1項　何人も，実行されたときには法律で処罰されていなかった作為または
不作為で処断されることはない。
2項　同様に，何人も，犯罪が実行されたときに法律が定める刑罰よりも重
い刑罰で処断されることはない。
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3 項　犯罪後に刑罰法規が変更されたときは，最も有利な規定が犯罪行為者
に適用される。
4 条　刑法の場所的適用
1項　法律が定める例外を除いて，ベルギー国民または外国人によってベル
ギー国内で実行された犯罪は，ベルギー法の規定に従って処断され
る。
2 項　ベルギー国民または外国人によってベルギー国外で実行された犯罪
は，法律で定める場合を除いて，ベルギーにおいて処断されることは
ない。
3項　犯罪構成要素または加重要素の一つがベルギー国内で客観的に存在し
ていれば，犯罪はベルギー国内で実行されたとみなされる。
5 条　法律の解釈
刑罰法規は厳格に解釈される。類推解釈は禁止される。
第 2章　犯　　罪
第 1節　犯罪の構成要素
6 条　犯罪の構成要素
1項　犯罪の成立には，客観的要素及び主観的要素が必要である。
2項　法律によって加重要素を定めることができる。
7 条　客観的要素
犯罪の成立には客観的要素の存在が必要である。
8 条　主観的要素
1項　犯罪の成立には行為者の主観的要素の存在が必要である。
2項　法律が定める場合に応じて，主観的要素は，
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　　　特別故意
　　　処罰される行為を行ったことについての認識と意思
　　　　正当な理由なく処罰の対象となる行為を行うことが行為者の遵守す
べき一般的秩序違反につながること
　　　予見または注意の著しい欠如
　　からなる。
3項　自由な行為を特徴づける単純な意思及び単純な認識は，正当な理由が
認められるまでは，無答責または有責性阻却と推定される。
9 条　加重要素
一または複数の加重要素が存在すると認められるときは，法律で，犯罪を一
または数階級高い刑罰で処断することを規定することができる。
第 2節　可罰的未遂
10 条　可罰的未遂
1項　犯罪の未遂は，行為者の犯罪の決意が実行の着手によって表明された
ときに，処罰される。
2項　行為者の意思に基づく事情によって，犯罪が既遂に至らなかったとき
には，可罰的未遂は存在しない。
3項　他に異なる規定がない限り，未遂は常に処罰される。可罰的な未遂犯
は既遂犯と同じ刑で処断される。
4項　確実な方法で特定の犯罪の実行を提案しもしくは申し出た者または犯
罪の実行を教唆した者，及び，この提案，申込または教唆を受け入れ
た者は，この提案，申込または教唆が，行為者の意思とは無関係な事
由によって結果を生じなかったときは，既遂犯の法定刑と同一の刑で
処断される。
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第 3節　正当化事由
11 条　正当化事由
1項　正当化事由は，行為の違法性を阻却し，行為を許可しまたは正当化す
る，法律によって定められた事情である。
2 項　正当化事由とは，法律の命令または許可，権限機関の命令，緊急避
難，正当防衛，権限の濫用に対する正当な抵抗，である。
12 条　法律の命令または許可及び権限機関の命令
1項　法律が定める場合を除き，法律によって命令または許可された行為は
犯罪とはならない。
2項　法律が定める場合を除き，法律に従って，権限機関が命令した行為は
犯罪とはならない。
13 条　緊急避難
1項　罪を犯す以外の方法では，重大かつ急迫な危険にさらされた権利また
は利益を守ることができないときには，保全された法益（価値）が犠
牲となった法益（価値）より優越する場合に限り，緊急避難として罰
しない。
2項　行為者自身が意図的に緊急避難（状態）を作り出したときには，行為
は正当化されない。
14 条　正当防衛
1項　何人も，罪を犯すことによって復讐することはできない。
2項　但し，自己または他人を守るために，罪を犯すこと以外に，急迫不正
で重大な侵害を避けることができなかった者は，この侵害を避ける意
図で，相当な方法で防衛したときには，正当防衛として罰しない。
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15 条　権利の濫用に対する正当な抵抗
作為または不作為による個人的な抵抗が，違法性が明白な権限機関の行為に
対してなされ，回復不可能な害悪を予防するために即時に行動することが必
要であり，その違法性の本質及び重大性に相当した方法で行われたときに
は，犯罪とはならない。
第 3章　犯罪行為者
第 1節　一般規定
16 条　個人行為責任の原則
1項　何人も，自らの行為についてのみ刑事責任を負う。
2項　自然人及び法人が犯罪を実行することができる。
17 条　法人の刑事責任
1項　あらゆる法人は，その目的の実現もしくはその利益の防衛と本質的に
関連する犯罪または具体的な事実が法人の利益のために実行されたこ
とを証明している犯罪について刑事責任を負う。
2項　〔以下の 1号から 3号は〕法人とみなされる。
1 号　〔法人格を有しない〕当座組合（les sociétés momentanées）及び匿名組
合（les sociétés internes）。
2号　会社法 2条 4項 2号に定める会社及び設立中の商事会社。
3 号　商事会社の形態をとらない民事会社。以下は，本条を適用して刑事
責任を負う法人とはみなされない。連邦国家，地域，共同体，州，
消防区域，前置地域（prézones），ブリュッセル首都圏地域，コ
ミューン，複数コミューン区域，共同体内地方組織，フランス語共
同体委員会，オランダ語共同体委員会，合同共同体委員会，公的社
会福祉センター。
3項　法人の刑事責任は，同一事実についての正犯または共犯の刑事責任を
否定しない。
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第 2節　重罪または軽罪の共犯（加担犯）
18 条　可罰的な共犯（加担犯）
1項　本節の規定は，自然人及び法人に適用される。
2項　意図的に及び事情を知って，同じようにかつ以下に示す範囲内で，犯
罪に加担した者は，犯罪の正犯として処断する。
　　ａ　共同して犯罪を実行した者
　　ｂ　犯罪の準備または実行を容易にした者
　　ｃ　犯罪の実行を直接的に教唆した者
ｄ　その不作為によって，犯罪の実行を直接的に促進しまたは容易に
した者
ｅ　犯罪の目的について事前に協議して，犯行後に行為者を援助しま
たは幇助した者
3項　重罪または軽罪の共犯（加担犯）は常に可罰的である。但し，予見ま
たは注意を欠いて〔過失によって〕実行された犯罪を除く。
19 条　共犯（加担犯）への加重要素及び加重事由の帰責
1項　犯罪の客観的加重要素もしくは客観的加重事由の存在を認識していた
もしくは認識すべきであった，または客観的加重要素もしくは客観的
加重事由の実現が事象の通常のもしくは予見可能な経過の一環として
生じたことを知っていたもしくは知るべきであった，及び事情を知っ
て犯罪の実行に関与する意思をもち続けた共犯（加担犯）は，加重犯
罪の正犯として処断される。
2項　犯罪の主体が適用条件を備えたときには，主観的加重要素及び主観的
加重事由は犯罪の正犯または共犯（加担犯）の刑のみに影響する。
第 3節　有責性阻却事由（免責事由）
20 条　有責性阻却事由（免責事由）
1項　有責性阻却事由（免責事由）とは，法律で定める事由であり，犯罪行
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為を行った具体的な事情に照らして，たとえその行為が違法であって
も，当該事由を理由に，犯罪を行為者に帰責できない。
2 項　有責性阻却事由（免責事由）とは，抗拒不能の力（不可抗力），避け
られない錯誤，である。
21 条　抗拒不能の力（不可抗力）
抗拒することのできない力の強制のもとで行動した者は，刑事責任を負わな
い。
22 条　避けることのできない錯誤
法律または事実の避けることのできない錯誤に基づき行動した者は刑事責任
を負わない。
第 4節　無答責事由
23 条　無答責事由
1項　無答責事由とは，犯罪行為を行ったことが違法でありかつ非難可能で
あっても，行為者の責任を阻却する法律で定める事由である。
2項　無答責事由とは，精神の障害，刑事未成年，である。
24 条　精神障害
行為のときに，是非弁別能力または行動制御能力を失わせる精神障害に冒さ
れていた者は，刑事責任を負わない。
25 条　刑事未成年
1 項　法律に規定されている場合を除き，行為の時に 18 歳未満の者は，刑
事責任を負わない。
2 項　重罪を犯したときに 18 歳未満の者に対して，無期懲役を言い渡すこ
とはできない。
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第 4章　刑　　罰
第 1節　一般規定
26 条　刑罰の目的
1項　刑の選択及びその水準の決定に際して，次の目的を追求することが適
切である。
1号　刑罰法規の違反に対する社会の非難を示すこと。
2号　社会的均衡の回復及び犯罪から生じた損害の賠償を促進すること。
3号　犯罪行為者の社会復帰及び社会への同化を支援すること。
4号　社会を保護すること。
2項　刑を言い渡す前に，裁判官は上記目的のみならず直接的な関係者，そ
の周囲の者及び社会に対する好ましくない副次的効果をも考慮しなけ
ればならない。
3 項　自由刑は最後の手段であり，1 項 4 号所定の刑罰の目的が，法律が定
める他の刑または処分によっては達成することができないときにの
み，自由刑を言い渡すことができる。
27 条　加重事由
より重い階級の刑を科すことができずに，裁判官が刑を選択し，刑罰または
処分の程度を決定するときに，考慮しなければならない加重事由を法律に
よって定めることができる。
28 条　減軽事由
裁判官が減軽事由を適用することができると評価したときは，裁判官は，本
章に定める範囲及び条件内で，刑を減軽しまたは変更する。
29 条　調査報告書
最も適切な刑を決定するために，訴訟を係属した検察官または裁判官は，想
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定される刑または処分の適切性を判断するための的確な情報を提供する目的
で，被告人の居住地の司法管区の管轄部局に調査報告書の作成を依頼するこ
とができる。国王は，調査報告書の実施の内容及び態様を決定する。
30 条　性犯罪者の指導または治療における特別な対応
被告人が性犯罪で訴追されるときには，訴訟を係属した検察官または裁判官
は，最も適切な刑を決定するために，性犯罪者の指導または治療を行う専門
部局の理由を付した意見を求めることができる。
第 2節　宥恕事由
31 条　宥恕事由
1項　宥恕事由とは，刑の免除または刑の減軽をもたらす事由である。
2項　いかなる犯罪も，法律で定める場合以外に宥恕されることはない。
32 条　過剰防衛
1項　自己または第三者に対する不正，重大かつ現在の侵害に対して，不相
当または不必要な方法で防衛し，その防衛が侵害からもたらされた激
情の直接的な結果であったときには，過剰防衛となる。
2項　過剰防衛の場合には，実行された犯罪に対して定められた刑が第 7級
〔レベル 7〕から第 3 級〔レベル 3〕の刑であったときには第 2 級〔レベル
2〕 の刑に，実行された犯罪に対して定められた刑が第 2 級 〔レベル 2〕 
の刑であったときには第 1 級〔レベル 1〕の刑に代替される。実行され
た犯罪に対して定められた刑が第 1 級〔レベル 1〕の刑であったときに
は実行された犯罪に対して定められた付加刑によって代替される。
第 3節　自然人に適用される刑罰
33 条　重 罪 刑
1 項　重罪に適用される主刑は，第 7 級〔レベル 7〕及び第 6 級〔レベル 6〕の
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2 段階からなる。第 7 級〔レベル 7〕の刑は無期懲役から構成される。
第 6級〔レベル 6〕の刑は 20 年以上 30 年以下の懲役から構成される。
2 項　減軽事由が認められた場合，第 7 級〔レベル 7〕の刑は，第 6 級〔レベ
ル 6〕の刑，3 年以上 20 年以下の拘禁刑または 3 年以上 5 年以下の義
務づけられた治療によって代替される。
3 項　減軽事由が認められた場合，第 6 級〔レベル 6〕の刑は，3 年以上 20
年以下の拘禁刑または 3年以上 5年以下の義務づけられた治療によっ
て代替される。
34 条　軽 罪 刑
1 項　軽罪に適用される主刑は，第 5 級〔レベル 5〕から第 1 級〔レベル 1〕の
5段階からなる。
2 項　第 5 級〔レベル 5〕の刑は，15 年以上 20 年以下の拘禁刑からなる。減
軽事由が認められた場合，5 年以上 15 年以下の拘禁刑または第 2 級
〔レベル 2〕の刑の一つによって代替される。
3 項　第 4 級〔レベル 4〕の刑は，10 年以上 15 年以下の拘禁刑からなる。減
軽事由が認められた場合，5 年以上 10 年以下の拘禁刑または第 2 級
〔レベル 2〕の刑の一つによって代替される。
4 項　第 3 級〔レベル 3〕の刑は，5 年以上 10 年以下の拘禁刑からなる。減
軽事由が認められた場合，第 2 級〔レベル 2〕の刑の一つによって代替
される。
5項　第 2級〔レベル 2〕の刑は，次の刑の一つからなる。
　　　1年以上 5年以下の拘禁刑
　　　1年以上 5年以下の期間の義務づけられた治療
　　　1月以上 1年以下の期間の電子監視刑
　　　120 時間以上 300 時間以下の労働刑
　　　12 月以上 2年以下の保護観察刑
　　　有責性を宣告する有罪判決
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減軽事由が認められた場合，第 2 級〔レベル 2〕の刑は第 1 級〔レベル 1〕の刑
の一つによって代替される。
6項　第 1級〔レベル 1〕の刑は，次の刑の一つからなる。
　　　250 ユーロ以上 15.000 ユーロ以下の罰金
　　　20 時間以上 120 時間以下の労働刑
　　　6月以上 12 月以下の保護観察刑
　　　没収
　　　犯罪から期待されまたは得られた利益に応じて定められた財産刑
　　　有責性を宣告する有罪判決
7 項　法律が第 1 級〔レベル 1〕の刑で処断される犯罪について付加刑を定め
ているときは，裁判官は，減軽事由が認められる場合には，主刑の代
わりに付加刑を言い渡すことができる。
35 条　重罪及び軽罪に適用される付加刑
特別法によって定められた刑を損なうことなく，法律が定める場合には，重
罪及び軽罪に適用される付加刑は，
罰金
没収
犯罪から期待されまたは得られた利益に応じて定められた財産刑
権利の剥奪
職業の禁止
有罪判決の公表
施設の閉鎖
運転する権利の禁止
居住または接触の禁止
である。
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第 4節　法人に適用される刑罰
第 1款　主刑及び付加刑
36 条　重 罪 刑
1 項　重罪に適用される主刑は，第 7 級〔レベル 7〕及び第 6 級〔レベル 6〕の
2段階からなる。
第 7 級〔レベル 7〕の刑は，3.000.000 ユーロ以上 4.320.000 ユーロの罰
金からなる。
第 6 級〔レベル 6〕の刑は，1.200.000 ユーロ以上 3.000.000 ユーロの罰
金からなる。
2 項　減軽事由が認められる場合，第 7 級〔レベル 7〕の刑は第 6 級〔レベル
6〕の刑または第 5 級〔レベル 5〕から第 2 級〔レベル 2〕の主刑の一つ
によって代替される。
3 項　減軽事由が認められる場合，第 6 級〔レベル 6〕の刑は第 5 級〔レベル
5〕から第 2級〔レベル 2〕の主刑の一つによって代替される。
37 条　軽 罪 刑
1 項　軽罪に適用される主刑は，第 5 級〔レベル 5〕から第 1 級〔レベル 1〕の
5段階からなる。
2項　第 5級〔レベル 5〕の刑は，900.000 ユーロ以上 1.200.000 ユーロの罰金
からなる。減軽事由が認められる場合，第 4 級〔レベル 4〕，第 3 級
〔レベル 3〕または第 2級〔レベル 2〕の刑の一つによって代替される。
3 項　第 4 級〔レベル 4〕の刑は，600.000 ユーロ以上 900.000 ユーロの罰金
からなる。減軽事由が認められる場合，第 3 級〔レベル 3〕または第 2
級〔レベル 2〕の刑の一つによって代替される。
4 項　第 3 級〔レベル 3〕の刑は，450.000 ユーロ以上 600.000 ユーロの罰金
からなる。減軽事由が認められる場合，第 2 級〔レベル 2〕の刑の一つ
によって代替される。
5項　第 2級〔レベル 2〕の刑は，次の刑の一つからなる。
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　　15.000 ユーロ以上 450.000 ユーロ以下の罰金
　　15.000 ユーロ以上 450.000 ユーロ以下の予算の共同体のための給付
　　12 月以上 2年以下の保護観察刑
　　2または複数の第 1級〔レベル 1〕の刑の併合
　　有責性を宣告する有罪判決
減軽事由が認められる場合，第 2 級〔レベル 2〕の刑は第 1 級〔レベル 1〕の刑
の一つによって代替される。
6項　第 1級〔レベル 1〕の刑は，次の刑の一つからなる。
　　250 ユーロ以上 15.000 ユーロ以下の罰金
　　250 ユーロ以上 15.000 ユーロ以下の予算の共同体のための給付
　　解散
　　6月以上 12 月以下の期間の保護観察刑
　　1年以上 10 年以下の期間，社会的目的に関連する活動の実行の禁止
　　没収刑
　　犯罪から期待されまたは得られた利益に応じて定められた財産刑
　　1年以上 10 年以下の期間，公契約への参加からの排除
　　施設の閉鎖
　　有責性を宣告する有罪判決
7 項　法律が第 1 級〔レベル 1〕の刑で処断される犯罪に対して付加刑を定め
ているときには，裁判官は，減軽事由が認められる場合，主刑の代わ
りに付加刑を言い渡すことができる。
38 条　重罪及び軽罪に適用される付加刑
特別法によって定められた刑を損なうことなく，法律が定める場合には，重
罪及び軽罪に適用される付加刑は，
罰金
没収
犯罪から期待されまたは得られた利益に応じて定められた財産刑
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1 年以上 10 年以下の期間，社会的目的に関連する活動の実行の禁止
解散
1年以上 10 年以下の期間，公契約への参加からの排除
施設の閉鎖
有罪判決の公表
である。
第 2款
39 条　共同体のための給付
§ 1　1 項　第 1 級〔レベル 1〕または第 2 級〔レベル 2〕の刑を言い渡さなけれ
ばならないと判断したときは，裁判官は，法人に，主刑として，共同体のた
めの給付を言い渡すことができる。裁判官は，犯罪に対して及び法律によっ
て定められた範囲内で，共同体のための給付が執行されなかった場合に適用
される罰金を予め定める。
2 項　裁判官は，法人が自らまたはその弁護人を介して明示的な同意を与
えなければ，共同体のための給付を言い渡すことができない。
§ 2　1 項　有罪判決を受けた法人が，第 2 級〔レベル 2〕の共同体のための給
付に充てなければならない予算額は，15.000 ユーロ以上 450.000 ユーロ以下
である。第 1 級〔レベル 1〕の共同体のための給付を言い渡された場合は，そ
の予算額は 250 ユーロ以上 15.000 ユーロ以下である。
2 項　共同体のための給付は，国家，地域，州及びコミューンの公役務の
利益のために，または営利目的のない団体もしくは社会的，科学的もしくは
文化的目的で設立された財団のために，執行されることはできない。
3 項　裁判官は，有罪判決を受けた法人が共同体のための給付に充てなけ
ればならない予算額を決定し，その具体的な内容及びその執行方法に関する
指示を与えることができる。
§ 3　共同体のための給付の執行は，行刑裁判所によって監督される。
§ 4　故意　過失による共同体のための給付の全部または一部の不執行の場
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合は，行刑裁判所は，検察官の請求に基づき，刑の言渡しを受けた者を聴取
した後で，刑の言渡しを受けた者が既に執行した共同体のための給付刑の一
部を考慮して，予備的罰金刑またはその一部が執行されるかを決定すること
ができる。
40 条　解　　散
1項　それによって処罰される可罰的な活動を実行するために法人が意図的
に設立されたとき，または，可罰的な活動を実行するために法人の目
的が意図的に変更されたときには，裁判官は解散を決定することがで
きる。公法上の法人に対して，解散を言い渡すことはできない。
2項　裁判官は，解散を決定するときには，法人の清算を審理する管轄裁判
所に訴訟を移送する。
41 条　社会的目的に関連する活動の実行の禁止
1 項　法人が重罪または軽罪の主体として有罪判決を受けたとき，裁判官は， 
公役務の委任と関連する活動を除き， 1 年以上 10 年以下の期間， 社会
的目的に関連する活動の実行の禁止を言い渡すことができる。
2項　有罪判決は商事裁判所の書記官に伝達され，判決が既判事項の確定力
を有するに至った時点から起算して 3月以内に，刑の言渡しを受けた
者の負担により官報において公表される。
3項　禁止を言い渡された犯罪は第 2級〔レベル 2〕の刑で処断される。
4項　必要があれば，行刑裁判所は，禁止の期間や範囲を削減し，禁止を停
止しまたは禁止を終了させることで，既判事項の確定力を有する社会
的目的に関連する活動の実行の禁止判決を修正する決定をすることが
できる。
42 条　公契約への参加からの排除
1項　法人が重罪または軽罪の主体として有罪判決を受けたときは，裁判官
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は，1 年以上 10 年以下の期間，公契約への参加からの排除を言い渡
すことができる。
2項　この決定は連邦首相府に通達される。
3項　必要があれば，行刑裁判所は，禁止の期間や範囲を削減し，禁止を停
止しまたは禁止を終了させることで，既判事項の確定力を有する公契
約への参加からの排除判決を修正する決定をすることができる。
第 5節　自由刑に関する諸規定
43 条　拘 禁 刑
法律が定める場合を除き，法律が定める刑の階級〔レベル〕に従い，主刑と
しての拘禁刑は 1年以上 20 年以下とする。
1日の拘禁刑の期間は 24 時間とする。
1月の拘禁刑の期間は 30 日とする。
1年の拘禁刑の期間は 365 日とする。
44 条　判決前の拘禁期間の参入
1項　有罪判決の原因となった犯罪の結果，有罪判決が確定する前に服した
拘禁は，自由刑の期間に算入される。
2項　犯罪とされる行為を犯した未成年者を閉鎖施設に置く仮処分は，当該
行為を理由として最終的に言い渡された自由刑の期間に算入される。
3項　自由刑以外の他の刑を言い渡すときには，裁判官は，刑の選択及び刑
の程度の決定において有罪判決が確定する前に服した拘禁を考慮す
る。
45 条　自由刑の執行場所
自由刑の言渡しを受けた者は，国王によって指定された施設において，その
刑の執行を受ける。
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第 6節　義務づけられた治療
46 条　義務づけられた治療
§ 1　犯罪事実が拘禁刑をもたらす性質のものであり，被告人が是非弁別能
力または行動制御能力を喪失するほど深刻ではない精神的または医学的な障
害を示し，社会に対して危険があることを理由に，裁判官は，被告人に，適
切な治療に従うことを義務づけることができる。治療が義務づけられる犯罪
は，被告人が冒されている障害から導かれたものでなければならない。
§ 2　1 項　治療を義務づける決定をする前に，裁判官は，法医学の知識をも
つ精神科医の資格を有する専門家または国王が公認した専門施設の専門家の
理由を付した意見を求めることができる。この意見には，受刑者が冒されて
いる潜在的な障害の性質の詳細記述，その障害と犯罪との関係性並びに治療
の性質及び期間に関する提案が含まれる。
2 項　被告人は，自らが選んだ医師による診断を受け，その医師の意見を
提出することができる。医師は，受刑者に関する訴訟記録の内容を知ること
ができる。
§ 3　1 項　義務づけられた治療の期間は 1 年以上 5 年以下である。裁判官
は，その決定において，専門施設の理由を付した意見に基づき，治療の性質
及びその期間を示す。
2 項　裁判官は，犯罪に対して及び法律で定められた範囲内で，義務づけ
られた治療が執行されなかった場合に適用されうる拘禁刑を予め定める。
§ 4　1 項　義務づけられた治療は，行刑裁判所が指定した施設において行わ
れ，自由刑を言い渡された者の刑事施設外（社会内）における地位及び刑
の執行形態において被害者に認められる権利に関する 2006 年 5 月 17 日法に
よってその執行は管理される。
2 項　義務づけられた治療が命じられたとき，受刑者が刑事施設に収容さ
れていた場合には，当該治療は，治療を命じた裁判所が指定した別施設にお
いて暫定的に執行される。
§ 5　故意・過失による治療の全部または一部の不執行の場合は，行刑裁判
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所は，検察官の請求に基づき，受刑者を聴取した後で，受刑者が既に行った
義務づけられた治療の一部を考慮して，予備的拘禁刑またはその一部が執行
されるかを決定することができる。
第 7節　電子監視刑，労働刑及び保護観察刑
47 条　電子監視刑
§ 1　1 項　第 2 級〔レベル 2〕の刑を言い渡すべきであると判断したときは，
裁判官は主刑として 1 月以上 1 年以下の電子監視刑を言い渡すことができ
る。裁判官は，電子監視刑が執行されない場合に適用される電子監視刑と同
一期間の予備的拘禁刑を予め定める。
2 項　決定された刑の執行プログラムに従い，外出，活動及び不在が許可
された場合を除き，電子監視刑を科せられた受刑者は決定された住所に現在
しなければならない。受刑者が現在するかの監督は特に電子的手段を用いる
ことによって保障される。受刑者の現在する義務は条件を伴う。
3 項　受刑者が，自らまたは弁護人を介して，明示的な同意を与えなけれ
ば，裁判官は電子監視刑を言い渡すことはできない。受刑者と同居するすべ
ての成人は，電子監視刑に関する義務について，裁判官から聴取されうる。
§ 2　1 項　裁判官は，電子監視刑の具体的執行方法に関して，特に，許可さ
れる外出，活動及び不在に関して，指示を与えることができる。
2項　電子監視刑は，常に，次の一般的条件を伴う。
　　1号　犯罪を実行しないこと。
2 号　現在する義務を執行するための定まった住所を有すること及び住
所を変更する前には，検察官の許可，それがない場合には，行刑
裁判所の許可を得ること。
3 号　電子監視刑を監督する権限をもつ部局の召喚に応じること及び当
該部局が決定した具体的態様を尊重すること。
3 項　裁判官は，その他，個別化された特定の条件が再犯の危険を制限す
るために絶対に必要であるとき，または，被害者の利益のためもしくは受刑
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者の社会復帰のために必要であるときには，受刑者に個別化された特定の条
件を課すことができる。
§ 3　1 項　国王は，電子監視刑の執行及び監督の態様を定める。
2項　行刑裁判所は，15 日以内に及び受刑者から意見聴取した後で，検察
官の請求または居住の義務を執行すべき場所を変更しようとする受刑者の要
求に基づき，許可される外出，活動及び不在を変更し，または特別に課せら
れる条件を明確にしもしくは変更することについて決定を下す。
§ 4　電子監視刑の全部もしくは一部が執行されないときまたは一般的もし
くは特別の条件の著しい遵守違反がある場合，行刑裁判所は，検察官の請求
に基づき，既に執行された電子監視の期間を減じた後，電子監視刑の 1日は
拘禁刑の 1日に相当すると評価して，言い渡された予備的拘禁刑またはその
残刑期の執行手続をとることを決定することができる。
§ 5　1 項　検察官は，受刑者が刑の執行の具体的プログラム並びに課せられ
た一般的及び特別の条件を遵守したことを確認したときには，最低 1月の期
間を残し刑期の 3分の 1を終えた受刑者に，電子的手段によって執行される
監視の停止を認める。この授与を拒否したまたは受刑者がこの処分を受け入
れた日から続いて 7 日以内に検察官の決定がない場合，行刑裁判所は 15 日
以内に，受刑者を聴取した後で，監視の停止を認められる受刑者の請求につ
いて決定を下す。
2 項　停止が認められたときには，保護観察の期間の 1 日は電子監視刑の
1日に相当する。
3 項　一般的または特別な条件の著しい遵守違反がある場合，行刑裁判所
は，受刑者から意見聴取した後，停止を取り消すことができる。停止が取り
消された場合，行刑裁判所は，条件がもはや遵守されていないときから起算
して電子監視刑を執行する残刑期が定める具体的な条件及び態様で執行され
るか，残刑期に相当する予備的拘禁刑が執行されるか，を決定する。
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48 条　労 働 刑
§ 1　1 項　第 2 級〔レベル 2〕または第 1 級〔レベル 1〕の刑を言い渡すべきで
あると判断したときは，裁判官は主刑として労働刑を言い渡すことができ
る。裁判官は，犯罪に対してかつ法律で定められた範囲内で，労働刑が執行
されない場合に適用される罰金を予め定める。
2 項　受刑者が，自らまたは弁護人を介して，明示的な同意を与えなけれ
ば，裁判官は労働刑を言い渡すことはできない。
§ 2　1 項　第 2 級〔レベル 2〕の労働刑は，120 時間以上 300 時間以下でなけ
ればならない。第 1級〔レベル 1〕の労働刑は，20 時間以上 120 時間である。
2 項　労働刑は，潜在的な学業活動または職業活動からは自由とされてい
る時間において，受刑者によって無償で執行される。労働刑は，国，共同
体，地域，州及びコミューンの行政機関または非営利目的の団体もしくは社
会的，科学的もしくは文化的目的で設立された財団において執行される。労
働刑は，行政機関または指定された団体において，報酬を得た労働者によっ
て一般的に執行された労働ではない。
3 項　裁判官は，労働刑の期間を決定し，その具体的な内容に関して指示
を与えることができる。裁判官は，労働刑に，労働刑の適切な執行を促進する
ことに向けられた特別な条件を遵守する義務を組み合わせることができる。
§ 3　1 項　労働刑の執行は行刑裁判所によって監督される。
2 項　国王は労働刑の執行及び監督の態様を定める。国王は，権限を有す
る機関とともに，労働刑の適用に関する情報の拡散及び協議を組織する。
§ 4　労働刑の全部または一部が故意・過失によって執行されなかった場
合，行刑裁判所は，検察官の請求に基づき及び受刑者の意見聴取の後で，受
刑者が既に執行した労働刑の一部を考慮して，予備的罰金刑またはその一部
が執行されるかを決定する。
49 条　保護観察刑
§ 1　1 項　第 2 級〔レベル 2〕または第 1 級〔レベル 1〕の刑を言い渡さなけれ
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ばならないと判断したときは，裁判官は主刑として保護観察刑を言い渡すこ
とができる。裁判官は，犯罪に対して及び法律で定められた範囲内で，保護
観察刑が執行されなかった場合に適用されうる罰金を予め定める。
2 項　裁判官は，受刑者が，個人としてまたは弁護人を介して，明示的な
同意を与えた場合に限り保護観察刑を言い渡すことができる。
§ 2　1 項　保護観察刑は，裁判官が定めた期間，一般的及び特別の条件を遵
守する義務にある。保護観察刑が法人に科せられるときを除いて，保護観察
刑に，訓練もしくは職業実習を受ける義務または市民の役務を行う義務を含
めることができる。この場合， 訓練， 実習または市民の役務の期間は， 20 時
間以上 240 時間以下である。
2 項　第 2 級〔レベル 2〕の保護観察刑の期間は 12 月以上 2 年以下であ
る。第 1級〔レベル 1〕の保護観察刑の期間は 6月以上 12 月以下である。
3 項　保護観察刑が科せられる自然人は，その他，共同体の管轄部局に
よって行われる社会的ガイダンスを受けなければならない。
4 項　国王は，社会的ガイダンス，訓練，職業実習及び市民の役務の具体
的な内容及び態様を定める。
§ 3　1 項　裁判官は，保護観察刑の期間を決定し，受刑者が従うべき特別の
条件を定める。
2項　保護観察刑は常に次の一般的条件を伴う。
　　1号　犯罪を実行しないこと。
2号　自然人については，定まった住所を有すること，住所を変更する
場合，直ちに，ガイダンスを担当する共同体の管轄部局に新しい
自宅住所を通知すること。
3 号　法人については，行刑裁判所の召喚及びガイダンスを担当する共
同体の管轄部局の召喚に応じること。
3 項　保護観察刑は，裁判が既判事項の確定力を有した日から起算して進
行する。
§ 4　1 項　必要な場合，行刑裁判所は，受刑者の意見聴取の後で，保護観察
141
ベルギー刑法改正の動向（1）
刑の具体的な執行態様及び，特に，受刑者の肉体的または知的な能力に応じ
て，受けるべき訓練，職業実習または市民の役務の性質及び受けるべき場所
を決定する。
2 項　行刑裁判所は，職権により，検察官の請求に基づき，あるいは，受
刑者の要求に応じて，特別な義務の全部または一部を停止し，特別な義務を
明示し，または特別な義務を状況に適応させることができる。保護観察刑が
執行されたと判断したときには，行刑裁判所は，裁判官が定めた期間が満了
していなくとも，保護観察刑を終了させることができる。
3 項　国王は，さらに，保護観察刑の執行及び監督の態様を定める。国王
は，管轄機関とともに，保護観察刑の適用に関する情報の普及及び協議を組
織する。
§ 5　保護観察刑の全部または一部が故意・過失によって執行されなかった
場合，行刑裁判所は，検察官の請求に基づき及び受刑者の意見聴取の後で，
受刑者が既に執行した保護観察刑の一部を考慮して，予備的罰金刑またはそ
の一部が執行されるかを決定する。
第 8節　有責性を宣告する有罪判決
50 条　有責性を宣告する有罪判決
1 項　第 2 級〔レベル 2〕または第 1 級〔レベル 1〕の刑を言い渡すべきと判断
したとき，行為の重大性は限定的であることまたは行為後の時間の経
過に照らして，この判断が訴訟の諸事情から認められるときには，裁
判官は有責性を宣告する有罪判決を言い渡すことができる。
2項　裁判官が有責性を宣告する有罪判決を言い渡したとき，被告人に費用
の負担，必要があれば，原状回復が言い渡される。
3項　没収を除き，有責性を宣告する有罪判決は他の刑と併科して言い渡す
ことはできない。
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第 9節　財 産 刑
51 条　罰　　金
1項　自然人に対して，罰金額はその経済力に関連して決定される。法人に
対して，罰金額はその経済力，その売上高及びその規模に関連して決
定される。この目的のために，裁判官は，まず，法律の範囲内で，処
罰の公平性を保障するために，訴訟の要素に応じた罰金の基礎額を決
定し，次に，刑の効果における公平性を保障するために，5 倍を超え
ない乗数を掛ける。
2項　刑の言渡しを受けた者がその金銭的経済的状況を証明する証拠を提示
したときは，裁判官は，法律上の下限を下回らない罰金を言い渡すこ
とができる。
3項　訴訟の状況がそれを証明するときには，裁判官は罰金の支払いの分割
を認めることができる。
52 条　没　　収
§ 1　1 項　没収は，裁判官が，事実が立証されたと表明したときには，宣告
しなければならない付加刑である。裁判官は，第 1 級〔レベル 1〕の刑を言い
渡すことができると判断したときには，主刑として没収を言い渡すことがで
きる。裁判官は〔以下の〕没収を言い渡す：
1 号　刑の言渡しを受けた者に所有権があるときには，犯罪の対象と
なった物。
2 号　受刑者に所有権があるときには，犯罪の実行に用いられたまたは
用意された物。
　　3号　犯罪から生成された物。
4 号　犯罪から生じた財産的利益，財産的利益が代替された財産及び価
値並びに投資された利益からの収益。
　　5号　犯罪組織が自由に処分できる財産。
　　6号　その所持が公序，公的安全及び善良な風俗に反する物。
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2 項　犯罪の実行に使用されまたは準備された不動産の没収は，法律が定
める場合に，検察官の書面による請求に基づいて，命令される。請求が物件
の刑事法上の不動産差押より前に行われたときは，この請求は無償で資産状
況登記所に登録される。
3 項　2 項で対象とされた物の一つの没収を言い渡すときは，裁判官は，
金銭評価の手続をとり，没収が執行できない場合，犯罪行為者が金銭評価額
に相当する金額を支払わなければならないことを予め定める。正犯または共
犯（加担犯）が複数の場合には，没収された物件を自由に処分するまたは司
法当局の手の届かないところに置いた者のみが金銭相当額の支払いを言い渡
される。該当者を特定できない場合は，行為者各人に，金銭相当額を判明し
ている正犯または共犯（加担犯）の人数で割った相当額の支払いが言い渡さ
れる。
4 項　裁判官は，刑の言渡しを受けた者に不合理に重い刑を科さないため
に，必要に応じて，前項で定める金銭評価額を減じる。
5項　法律が別に定める場合を除き，没収された物は国庫に帰属する。
§ 2　犯罪から直接生じた資産的財産の総額を決定するため，裁判官は，合
法的に委ねられた，及び，一方では，犯罪の実行期間において，検察官が証
拠を提示した，刑の言渡しを受けた者の資産の一時的または恒常的な増加と
支出との不均衡，他方では，同一期間において，刑の言渡しを受けた者の資
産の一時的または恒常的な増加と，有罪判決の対象となった事実に由来する
ものではないと合理的に思わせるような支出との不均衡を示す，すべての要
素を根拠にすることができる。
§ 3　1 項　§ 1（第 1 パラグラフ）で対象とされた物の没収は，この物がベ
ルギーの領域外で発見されたときでも，同様に，言い渡すことができる。
2 項　公法上の法人に対して言い渡された § 1（第 1 パラグラフ）2 項 1 号
及び 2号で対象とされた物の没収は，民事法上差押可能な財産のみを対象と
する。
§ 4　没収された物に権利を有すると主張する第三者は，ある期間内におい
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て，国王が決定した態様に従って，この権利を行使することができる。
53 条　犯罪から期待されまたは得られた利益に応じて定められた財産刑
犯罪の実行が直接的または間接的に財産的利益を獲得することを目的として
いたときは，裁判官は，正犯または共犯のそれぞれに，正犯または共同正犯
が直接的または間接的に犯罪から導かれたまたは導かれることが期待された
財産的価値の評価額の最大 3倍に相当する金額の支払いを言い渡すことがで
きる。この金額は罰金として徴収される。
第 10 節　その他の刑
54 条　権利の剥奪
1項　全部または一部の剥奪は，次の権利の行使に関係する。
公務，公職または官職に就く権利または対象者に与えられた称号及び等級
を名乗る権利
被選挙権
選挙権
勲章を佩用する権利または貴族の称号を名乗る権利
陪審員または鑑定人になる権利，証書の立会人または公正証書作成の保証
人として行動すること，単に情報を与えるため以外に裁判所において証言
する権利
後見人，後見監督人または保佐人に選任される権利，または推定不在者の
財産の裁判所選任の管理人もしくは民法 492/1 条にいう要保護者の財産管
理人の職務を行う権利
武器携帯の権利
軍務に就く権利
2項　第 7級〔レベル 7〕の刑が言い渡された場合，前項が定める権利の生涯
の剥奪が言い渡される。
3 項　第 2 級〔レベル 2〕から第 6 級〔レベル 6〕の刑が言い渡された場合，裁
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判所は，5 年間，1 項が定める権利の全部または一部の剥奪を言い渡
すことができる。
4項　有罪判決において定められた剥奪期間は，刑の言渡しを受けた者が刑
に服したまたは命じられた日から進行する。さらに，剥奪は，有罪判
決が既判事項の確定力を有した日から起算して効力を有する。主刑の
執行の猶予を伴って言い渡された剥奪は，執行猶予が取り消されない
限りにおいて，執行猶予が開始された日から進行する。
5項　必要があれば，行刑裁判所は，禁止の期間や範囲を削減し，禁止を停
止しまたは禁止を終了させることで，既判事項の確定力を有する有罪
判決を変更する決定をすることができる。
55 条　職業の禁止
1項　その他の法律の規定を損なうことなく，刑の言渡しを受けた者が犯罪
を実行するためにその職業を著しく濫用したときには，裁判官は刑の
言渡しを受けた者に職業を行うことを禁止することができる。
2項　職業の禁止は 1年以上 5年以下の期間である。
3項　禁止は，有罪判決が既判事項の確定力を有した日から進行する。
4項　但し，刑の言渡しを受けた者が事実上自由を剥奪されていた期間分は
禁止の期間が延長される。
5項　禁止を言い渡された犯罪は第 2級〔レベル 2〕の刑で処断する。
6項　必要があれば，行刑裁判所は，禁止の期間を削減し，禁止を停止しま
たは終了させるような，職業の禁止の既判事項の確定力を有した有罪
判決の変更を決定することができる。
56 条　有罪判決の公表
法律が定める場合，裁判官は，刑の言渡しを受けた者の負担で，有罪判決の
全文または抜粋がベルギー官報，裁判官が指定した新聞雑誌もしくはその他
の広報手段によって公表されまたは裁判官が指定した場所に定められた期間
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掲示されることを命じることができる。
57 条　施設の閉鎖
法律が定める場合，行政機関の委任と関連する活動を行っている機関を除
き，裁判官は刑の言渡しを受けた者の施設の完全または部分的な閉鎖を命令
することができる。施設の閉鎖は，その場所で犯罪の実行に導いた活動と類
似した活動を施設で行うことの禁止を含む。施設の閉鎖は，有罪判決が既判
事項の確定力を有した日から開始される。任意の閉鎖がない場合，検察官の
指導のもとで刑の言渡しを受けた者が費用を負担して閉鎖が執行される。
58 条　運転する権利の禁止
1項　その他の法律の規定を損なうことなく，自動車が犯罪の実行もしくは
逃走を確保するために利用されまたは準備されたときには，裁判官
は，正犯または共犯（加担犯）に運転する権利の剥奪を命令すること
ができる。
2項　運転する権利の禁止は 6月以上 5年以下である。
3項　必要があれば，裁判官は職業活動を除いてその執行の禁止を限定する
ことができる。
4 項　禁止は，有罪判決が既判事項の確定力を有した日から進行する。但
し，刑の言渡しを受けた者が事実上自由を剥奪されていた期間分は禁
止の期間が延長される。
5項　禁止を言い渡された犯罪は第 2級〔レベル 2〕の刑で処断する。
6項　必要があれば，行刑裁判所は，禁止の期間を削減し，禁止を停止しま
たは終了させるような，運転する権利の禁止の既判事項の確定力を有
した有罪判決の変更を決定することができる。
59 条　居住または接触の禁止
1 項　法律が定める場合， 裁判官は刑の言渡しを受けた者に， 1 年以上 20 年
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以下の期間，裁判官が決定した地区に居住，在住もしくは滞在する権
利の禁止または裁判官が指定した者と個人的に接触することの禁止を
命じることができる。
2 項　禁止は，有罪判決が既判事項の確定力を有した日から進行する。但
し，禁止の期間は，刑の言渡しを受けた者が事実上自由を剥奪されて
いた期間分延長される。
3項　禁止を言い渡された犯罪は第 2級〔レベル 2〕の刑で処断する。
4項　必要があれば，行刑裁判所は，禁止の期間を削減もしくは延長し，禁
止の態様もしくは条件を適用し，禁止を停止しまたは終了させるよう
な，居住または接触の禁止の既判事項の確定力を有した有罪判決の変
更を決定することができる。
第 11 節　量　　刑
60 条　累　　犯
1項　法律が定める場合，犯罪の実行時において，有罪判決が既判事項の確
定力を有した日から起算して 5年が経過していないときには，犯罪の
法定刑はすぐ上の階級〔レベル〕の刑に加重することができる。但し， 5
年の期間は受刑者が事実上自由を剥奪されていた期間分延長される。
2項　累犯に対して定める規定は， 73 条に従って考慮された EU の他の構成
国において言い渡された過去の有罪判決の場合にも同様に適用され
る。
61 条　科刑上一罪
一個の行為が複数の犯罪を構成するときには，主刑は最も重い刑の階級〔レ
ベル〕に応じて決定される。付加刑は法律が定める範囲内で併科される。
62 条　犯罪競合
§ 1　それぞれ異なった行為から生じた複数の犯罪で有責であると認められ，
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複数の犯罪行為がいずれも確定判決の対象とはなっていないときに実行され
たときには，犯罪競合とする。
§ 2　裁判官が，犯罪競合となる複数の犯罪が第 6 級〔レベル 6〕または第 7
級〔レベル 7〕の重罪刑で処断されるべきと判断したときには，最も重い刑を
科す。その他の刑は最も重い刑に吸収される。付加刑は，法律が定める範囲
内で，併科する。
§ 3　1 項　その他の場合，複数の行為が一体として裁判されたときは，主刑
として最も重い階級 〔レベル〕 の刑を科す。但し，主刑として一階級 〔レベル〕 
上の主刑に加重することもできる。第 5 級 〔レベル 5〕 または第 1 級 〔レベル 1〕 
の場合には，刑の加重はできない。適用できる刑の階級 〔レベル〕 が第 1 級
〔レベル 1〕であったときには，異なった主刑を併科して科すことができる。
2 項　同時に判決が言い渡されない場合，最後に裁判に関与した下級審裁
判官は最初に言い渡された刑を考慮する。言い渡した刑は，現在の刑の階級
〔レベル〕において最も重い主刑を超えることはできない。いかなる場合も，
最初に言い渡された刑と後で言い渡された刑の全体は，同時的に裁判が行わ
れた場合に定める刑の上限を超えることはできない。
3項　付加刑は，法律が定める範囲内で，併科する。
§ 4　最後に訴訟を係属した裁判官が犯罪競合の関係を知らずに裁判を行っ
たときには，行刑裁判所は，本条の規定に従って，刑の全体を減軽する。
第 12 節　刑の執行猶予
63 条　刑の執行猶予
§ 1　1 項　5 年以下の拘禁刑を言い渡したとき，裁判官は，言い渡した主刑
または付加刑の全部または一部の執行を猶予することができる。
2 項　但し，没収，保護観察刑，労働刑及び義務づけられた治療の執行は
猶予することができない。
3 項　執行猶予の期間は，判決が既判事項の確定力を有した日から起算し
て 1年以上 5年以下である。
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§ 2　1 項　裁判官は，被告人が条件を遵守するという約束と引換に，執行猶予
に自ら決定した保護観察の条件を伴わせることを予め定めることができる。
2項　保護観察付き執行猶予は常に次の条件を伴う。
　　1号　犯罪を実行しないこと。
2号　定まった住所を有すること，住所を変更する場合，直ちに，ガイ
ダンスを担当する共同体の管轄部局に新しい自宅住所を通知する
こと。
3号　行刑裁判所の召喚，場合によっては，ガイダンスを担当する共同
体の管轄部局の召喚に応じること。
3項　保護観察の条件に，20 時間以上 240 時間以下の期間の訓練を受ける
義務を含むことができる。当事者の意見聴取の後，行刑裁判所は，当事者の
観察を考慮して，肉体的または知的な能力に応じて受けるべき訓練の性質と
訓練を受ける場所を決定する。
§ 3　1 項　行刑裁判所は，職権により，検察官の請求に基づき，あるいは，
受刑者の要求に応じて，保護観察の条件の全部または一部を停止し，その条
件を明示し，またはその条件を状況に適応させることができる。
2項　国王は，さらに，保護観察処分の執行及び監督の態様を定める。
§ 4　執行猶予は〔次の場合には〕取り消されうる。
既判事項の確定力を有した判決において，保護観察期間中に，新たに実行
された犯罪が，執行猶予が付かない 1 年以上の拘禁刑または 73 条に従って
考慮された同等の刑で処断されることが確認されたとき。
課せられた保護観察の条件の著しい遵守違反がある場合。
既判事項の確定力を有した判決においてまたは73条に従って考慮された判
決において，保護観察の期間中，執行猶予付き有罪判決の原因となった犯罪
に照らして，新たな犯罪が累犯の状態で実行されたことが確認されたとき。
この場合，行刑裁判所は，検察官から求められた取消の請求を裁定する。
保護観察の条件の著しい遵守違反を理由とする取消の請求は，遅くとも執行
猶予期間の満了した年のうちに，提起されなければならない。管轄裁判所が
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事件を係属した日から起算して 1年が経過した後で，請求は時効にかかる。
第 5章　民事に関する諸規定
64 条　財産刑支払の民事責任
他に異なる定めがない場合，何人も，他の者が有罪判決を受けた財産刑につ
いて民事責任を負わない。
65 条　原状回復及び損害賠償
1項　法定刑の宣告は常に当事者に支払われることになる原状回復及び損害
賠償を損なうことなく言い渡される。
2項　私訴原告人に対する損害賠償の支払いは，司法判決によって犯罪の主
犯として有罪とされた者，場合によっては，民事責任を負う当事者に
命令される。
3項　法律では損害賠償を決定できないときには，裁判所がその額を決定す
る。
4項　私訴原告人が没収された物を所有するときには，その物は私訴原告人
に返還される。裁判官が，没収された物が刑の言渡しを受けた者に
よって代替された財産または価値であることを理由として，私訴原告
人の所有物の没収を言い渡すかもしれないときには，没収された物は
同じく私訴原告人に与えられる。同様に，私訴原告人の所有物の没収
が執行されなかった場合，犯罪行為者はそれに相当する金額を支払わ
なければならないことが定められているときには，裁判官はその金額
を私訴原告人に付与することを命じる。
5項　没収に関する規定を損なうことなく，裁判所は，職権で，所有権のな
い財産の返還を命令することができる。その他，原状回復によって，
その犯罪の実行以前の状況を回復する目的で，立証された犯罪の客観
的結果を無効とすることもある。
6項　裁判所は，理由を付した決定によって，その所有が，公序，公的安全
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及び善良の風俗に反する財産の返還を拒否し，保安処分として没収を
命令する。
66 条　連帯責任
1項　同一の犯罪で刑の言渡しを受けた者はすべて，連帯して，原状回復及
び損害賠償にあたらなければならない。
2項　異なった犯罪の正犯及び共犯（加担犯）は，実行した犯罪が損害を惹
起した共通のフォート（故意・過失，非行）を構成するときには，連
帯して義務を負う。異なった犯罪が，同一の損害に全体として寄与し
た競合するフォート（故意・過失，非行）を構成するときには，同じ
く連帯して義務を負わなければならない。
3項　異なった犯罪の正犯及び共犯（加担犯）は，同一の判決によって有罪
を言い渡されたときは，費用を連帯して負わなければならない。但
し，裁判官は，免除の理由を示すこと及び各人が個人的に支払うこと
ができる費用の割合を決定することによって，刑の言渡しを受けた者
の全部または一部について連帯責任を免除することができる。別々の
判決によって有罪を言い渡された者は，訴追の対象となった行為は共
通ではないため，連帯して費用を負う義務はない。
67 条　優 先 制
刑の言渡しを受けた者の財産が，罰金，犯罪から期待されまたは得られた利
益に応じて定められた財産刑，没収，原状回復及び損害賠償の判決を履行す
るには不十分であるときには，原状回復及び損害賠償が優先される。罰金，
犯罪から期待されまたは得られた利益に応じて定められた財産刑または没収
が国家に支払われるべき訴訟費用と競合する場合，刑の言渡しを受けた者は
まず訴訟費用を支払わなければならない。この支払いは，訴訟費用の時効の
期間も，罰金，犯罪から期待されまたは得られた利益に応じて定められた財
産刑及び没収の時効の期間も中断する。
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68 条　相続欠格
法律が定める場合には，裁判所は，被害者の相続人となることを排除する正
犯または共犯（加担犯）の相続欠格を言い渡すことができる。
69 条　刑の言渡しを受けた者の死
刑事確定判決によって言い渡された刑は，刑の言渡しを受けた者の死によっ
て消滅する。有罪判決を受けた法人がその法人格を喪失した場合も同様であ
る。
70 条　減　　刑
裁判官によって言い渡された刑の執行は，国王が恩赦によって与えた減刑に
よって終了する。
71 条　刑の時効
1 項　集団殺害罪（ジェノサイドの罪），人道に対する罪，戦争犯罪に対し
て言い渡された刑を除き，重罪刑の時効は，有罪判決が既判事項の確
定力を有した日から起算して，20 年である。
2 項　第 5 級〔レベル 5〕，第 4 級〔レベル 4〕及び第 3 級〔レベル 3〕の軽罪刑
の時効は，有罪判決が既判事項の確定力を有した日から起算して，10
年である。第 2級 〔レベル 2〕 及び第 1級 〔レベル 1〕 の軽罪刑の時効は， 
有罪判決が既判事項の確定力を有した日から起算して，5 年である。
いかなる場合にも時効の期間は科せられた刑の期間を下回ることはで
きない。
3 項　付加刑は，併科して言い渡された重罪刑，第 5 級〔レベル 5〕，第 4 級
〔レベル 4〕 もしくは第 3級 〔レベル 3〕 の軽罪刑または第 2級 〔レベル 2〕
もしくは第 1 級〔レベル 1〕の軽罪刑に応じて前項に定める期間で時効
となる。
4項　刑の時効は，刑の実質的執行の開始をもたらす法律行為によって停止
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する。
5項　刑の時効は，法律が定めるとき，または，刑の執行の法律上の障害事
由が存在するときには，停止する。
72 条　民事判決の時効
1項　重罪，軽罪または違警罪に関する刑事裁判所判決によって言い渡され
た民事有罪認定は，それが確定した日から起算して，民法の規定に従
い時効を迎える。
2 項　68 条に基づき裁判官が言い渡した相続欠格は，消滅時効にはかから
ない。民法 728 条に従って被害者が与えた許しによって，消滅時効に
かからないことは解除される。
73 条　他の EU 構成国において宣告された有罪判決の効力
EU の他の構成国の刑事裁判所によって言い渡された有罪判決は，ベルギー
の刑事裁判所が言い渡した有罪判決と同じ条件のもとで考慮され，ベルギー
の刑事裁判所が言い渡した有罪判決と同じ効果を有する。
74 条　刑法典第 1編の規定の特別法への適用
特別法及び特別な命令において別段の定めがない限り，本法典の規定は法律
及び命令が定める犯罪に適用される。
III　刑法改正草案―犯罪論の概要
1　刑法の基本原理
刑法改正草案（以下，改正草案とする）1 条は，犯罪とは重罪と軽罪であると
規定している。現行のベルギー刑法では違警罪も犯罪とされているが，改正
草案では，違警罪は犯罪ではないとされることになる。7日の懲役や25ユー
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ロの罰金等の非常に軽い刑罰で処断される違警罪については，今後は，軽罪
として処断するか，あるいは刑事的制裁以外の行政的制裁や民事法による解
決で対応するか，いずれの解決が効果的かを判断して対応することになる。
重罪と軽罪との区別は維持されているが，これは重罪事件を管轄する重罪
院が存在しているという刑事裁判所制度とも関係している10）。改正草案で
は，重罪を，無期懲役と 20 年以上 30 年以下の懲役を科せられる犯罪に限定
している。現行刑法では，自然人に対する重罪刑として懲役（réclusion）と
禁錮（détention）が予定されているが（刑法 7 条），改正草案では懲役のみとさ
れている。また，有期刑について，現行刑法では，有期懲役及び有期禁錮の
法定刑は 5年以上 10 年以下，10 年以上 15 年以下，15 年以上 20 年以下，20
年以上の 4 分類とされているが（刑法 9 条・11 条），改正草案では，有期刑に
ついては 20 年以上 30 年以下の懲役に限定されている点も異なっている。実
務においては，重罪を軽罪化する手続は頻繁に行われているので，そのよう
な実体を前提として，改正草案では，重罪刑の範囲が限定されているといえ
る11）。なお，減軽事由の適用によって法定刑が減軽されたとしても，犯罪
の本質が重罪であることが確認されていることも注意すべきである。
（1）　罪刑法定主義
罪刑法定主義は，ベルギー憲法及び国際条約によって承認された刑法の大
原則である。ベルギー憲法 12 条 2 項は「何人も，法律が定める場合及び法
律が規定する形式以外で訴追されることはない。」12）と規定し，憲法 14 条は
「いかなる刑罰も法律に従って定められ適用されなければならない。」13）と規
定する。周知の通り，罪刑法定主義は，欧州人権条約，市民的及び政治的権
利に関する国際規約，EU 基本権憲章等において承認されている。
罪刑法定主義を定めた改正草案 2 条の規定は，フランス刑法 111-3 条の影
響を受けて単純化され，重罪と軽罪の構成要素は法律で定めなければならな
いこと （1 項），刑罰は法律で定めなければならないこと （2 項） を規定してい
る14）。なお，改正草案 2 条 3 項は，欧州基本権憲章 49 条 2 項15）の規定をそ
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のまま継承している16）。すなわち，戦争犯罪，ジェノサイド犯罪，人道に
対する罪等については法律主義の原則を緩和し，行為当時に国際慣習法等で
犯罪とされていた場合については，処罰を妨げないことを明示している。
（2）　刑法の時間的適用及び場所的適用
改正草案 3 条は刑法の時間的適用を定めているが，この規定は現行刑法 2
条の規定17）を継承している。1 項及び 2 項は刑罰法規不遡及の原則を定めた
ものである。3 項は刑罰法規不遡及の例外を定め，犯罪後に法律の変更が
あった場合には，被告人に最も有利となる法律が適用されることを明示して
いる。最も有利になるという点では，犯罪行為（犯罪とされていた行為が新法で
は犯罪ではなくなるような場合）及び刑（新法で軽い刑が定められた場合）の双方に
関連することになるので，被告人に有利になるかの判断は裁判官が行うこと
になる18）。
改正草案 4 条は刑法の場所的適用を定めているが，この規定は現行刑法 3
条・4 条の規定を継承している。1 項は属地主義の原則を規定している。2
項は属地主義の例外については，法律で定める場合にベルギー法が適用され
るとし，現行の 4条の規定を継承している。例外が認められる場合は，刑事
訴訟法 6 条から 14 条で規定されており，改正草案においても同様の規定方
式がとられている。3 項は犯罪地の確定に関する規定であり，遍在説（théo-
rie de l’ubiquité）に従った規定である。
（3）　法律の解釈
罪刑法定主義の原則から，法的安定性を保ち，国民に不意打ちを与えるこ
となく法に違反しない適切な行動をとることを保障するため，刑罰法規はわ
かりやすく明確に規定されることが求められる。刑罰法規の文言解釈が裁判
官に求められたときには，罪刑法定主義の原則に照らして，刑罰法規は厳格
に解釈されることが求められる。さらに，厳格解釈の原則から，類推解釈が
禁止される。改正草案 5条は，刑罰法規の厳格解釈の原則と類推解釈の禁止
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を明示している。
但し，刑罰法規の厳格解釈の原則及び類推解釈の禁止の原則は，裁判官が
刑罰法規を発展的に解釈することまで禁止するものではない。破毀院も，立
法者が法規を公布した時点では，問題となる行為を犯罪と規定することは絶
対的に不可能ではあっても，問題となる行為を犯罪として規定する立法者の
意思は明確であり，問題となる行為が犯罪の法律上の定義に含まれうるとい
う二重の条件を充たせば，問題となる行為に刑罰法規を適用することは認め
られるとしている19）。したがって，裁判官は，刑罰法規の文理解釈にとど
まらず，刑罰法規の目的・趣旨，条文を解釈するための諸規定の一貫性等を
考慮して解釈を行うことが認められている。
2　犯罪構成要素論
ベルギーの犯罪論については，フランス刑法学の伝統を承継して，犯罪を
客観的要素，主観的要素に分類する体系論，論者によってはさらに客観的要
素，主観的要素，違法要素に分類する体系論が主流である20）。現行のベル
ギー刑法典では，犯罪の成立要件に関する規定は置かれていなかったが，今
回の改正草案では，犯罪の成立要件を明確に定義している。罪刑法定主義の
原則に従い，いかなる行為が犯罪となるのかを法律で明確に示さなければな
らない。改正草案 6 条では， この原則と伝統に従い， 犯罪構成要素 （éléments 
constitutifs）は，客観的要素（élément matériel）と主観的要素（élément fautif 21））
から成立することが明示される。さらに，必要な場合には，法律で加重要素
（éléments aggravants）を定めることができるとする。以下，個別に，客観的要
素（7 条），主観的要素（8 条），加重要素（9 条）を規定する。違法要素につい
ては，正当化事由を通して違法性の問題として規定する。
犯罪とは法律で禁止される外部的行動の表明である。この行動が刑罰法規
の対象となる客観的要素である。客観的要素は，作為または不作為の形態
で，法律によって規定される。法律主義の原則に適合するように，禁止され
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る行為はできる限り詳細かつ明白に法律で規定されなければならない。
主観的要素については改正草案 8条で規定される。刑法上の可罰的な行為
は客観的要素と主観的要素から構成されることは改正草案 6条にも規定され
るところであり，その成立には客観的要素（élément matériel ou objectif ）のみ
ならず，主観的要素（élément subjectif ou moral）が必要である。したがって，
主観的要件を含まない純客観的な行為は刑法上の可罰的行為には該当しな
い。犯罪が成立するためには主観的要素が必要であり（1 項），主観的要素の
種類として，故意及び過失に関する 4 類型を挙げている（2 項）。第 1 類型は
特別故意である。第 2類型は一般的故意であり，いわゆる犯罪事実の認識・
認容である。第 3 類型は一般的秩序違反の類型である。第 4 類型は予見義
務・注意義務違反（過失犯）の類型である。
第 1 類型の特別故意とは，従来から dol spécial といわれていた主観的要
素であり，現行刑法典においても法律で規定されている主観的要素である。
特別故意とは，いわゆる一般的故意すなわち犯罪事実の認識・認容とは異
なった，一定の結果を追求する意思，行為者を支配する特別な精神状態等で
あり，具体的には，人道に対する罪における民族等の全部または一部を壊滅
させる意思（136 条の 2），テロ犯罪の意思（137 条 1 項），殺人罪における人の
死を惹起させる意思（393 条），窃盗罪における不法領得の意思（461 条）等で
ある。用語の問題は別として，ベルギー刑法における特別故意の概念は，わ
が国における主観的違法要素（主観的構成要件要素）に類似する概念であると
理解してよいと思われる。
第 2 類型は，いわゆる故意（dol général）を定義したものである。犯罪事実
についての認識・認容であり，認識的要素と意思的要素から構成される。ベ
ルギー破毀院は，故意とは，「法律によって禁止された行為をわざと（scie-
ment） かつ意図的 （volontairement） に実行すること」 と定義し22），破毀院 1999
年 11 月 23 日判決では，「わざとかつ意図的に」という文言について定義し
ており，「わざと（sciement）」とは，行為者が自らの行動の可罰性及びすべ
ての客観的要素が実現されたこと，すなわち，犯罪が実行されたことを認識
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して行動することを求めていることであり，「意図的に（volontairement）」と
は，行為者が犯罪の客観的要素，具体的には，禁止された行為または禁止さ
れた不作為を実現する意思を有することであると判断した23）。
第 3類型は，いわゆる秩序違反犯の主観的要件の類型である。秩序違反犯
は特別法に違反する犯罪類型であるが，犯罪構成要件として客観的成立要件
のみ記述され，主観的成立要件については特別な言及はない。この犯罪類型
においても主観的要件は犯罪の成立には必要である。主観的要件として求め
られることは法律要件（prescrit légal）を遵守しなかったことであり，正当な
理由なく，法律要件（prescrit légal）を遵守しなかったことが証明されれば，
主観的要件が存在することになる。主観的要件の立証に関して，訴追側とし
ては，法律要件（prescrit légal）を遵守しなかったことを証明すれば足りる。
正当な理由があるかという点については行為者側が立証する責任を負うこと
になる。
第 4 類型の予見または注意の著しい欠如とは一般的な過失の形態である
が，従来の不注意または懈怠という形態の軽微な過失ではなく，予見義務・
注意義務違反等が著しい場合に限定している。軽微な過失が問題となる場
合，刑法の謙抑性の原則に従い，刑事制裁は最後の手段としてまずは民事責
任を問うことが考えられる。刑事手続を選択することが正当化されるとすれ
ば，過失行為者に刑罰を加えるという意思よりも，被害者への損害賠償のた
めに証拠を収集するという配慮からであると考えられる。ただ，周知の通
り，刑事裁判における証明の程度は合理的な疑いを超える程度でなければな
らないが，民事裁判においては証拠の優越の程度で足りるということもあ
り，刑事手続を選択することは必ずしも被害者に有利になるとはいえない。
このような事情を配慮して，改正草案では著しい予見義務・注意義務等の違
反を過失ととらえていると考えられる24）。重大な過失のみを刑法上の過失
ととらえることは，過失致死傷罪に関してこれまで判例によって承認されて
きた刑事過失と民事過失の同一性の原則25）を認めないことにつながる点で
重要な意味をもつ。刑事過失と民事過失の同一性の原則に従えば，刑事裁判
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において過失の証明に失敗した場合には，民事裁判においても過失責任が認
められないということになり，被害者にとっては不利な状態になることもあ
る。同一性原則を認めなければ，刑事過失が認定できない場合においても，
民事過失が認定され損害賠償を負わせることは可能となる。学説でも，刑事
過失と民事過失の二元性を主張し，刑事責任を認めるためには重大な過失が
必要であり，民事責任を認めるためには軽度な過失で足りるとする見解が有
力であり26），フランスやオランダでも刑事過失と民事過失の同一性の原則
はもはや維持されているわけではない27）。改正草案では，比較法的な視点，
判例・学説の進展が考慮されたと考えられる。
3　未 遂 犯 論
未遂犯の成立要件として，実行の着手が存在すること（改正草案 10 条 1 項）， 
行為者が任意に中止しなかったこと（同 10 条 2 項）を挙げている。第 1 の要
件である実行の着手については従来のベルギー刑法の伝統を継承しているの
で，この点について変更はない。第 2 の要件は中止犯に関する規定である
が，従来のベルギーの未遂犯規定では，行為者の意思とは独立した事情で結
果が生じなかったとして中止犯を消極的な要件としていた。これに対して，
改正草案では，自らの意思で犯罪を中止した場合には可罰的な未遂犯とはな
らないと規定し，中止犯を積極的な要件として位置づけている。現行の規定
では，中止犯は消極的な成立要件とされているため，検察官は中止犯の不存
在を立証する必要性がない。これを積極的な成立要件とすることで，検察官
が中止犯の成否を立証する義務を負うことになる。
既に，オランダでは，刑法改正によって中止犯を刑の免除事由として積極
的な要件として位置づけている（オランダ刑法 46 条 b28））。今回の改正草案で
は，行為者自らが犯罪を中止し結果が生じなかった場合は，可罰的未遂犯は
成立しないとしている。改正草案では，中止犯を，未遂犯の消極的成立要件
としてではなく，オランダやドイツと同様に絶対的宥恕事由としてとらえて
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いる。
中止犯の効果が他の共犯にも及ぶかという点が問題となる。正犯と共犯と
の違法の連帯性に関連する問題ではあるが，ベルギーではこの点について見
解が対立している。通説では，正犯に中止犯が認められる場合，正犯の未遂
行為が存在しないため，共犯は不可罰とされることになるが，有力説では，
共同正犯の一人に中止犯が認められたとしても，その効果は他の共同正犯に
は及ばないとされる。
未遂犯の法定刑については，現行の規定では原則として未遂犯の刑は既遂
犯より減軽されるが，改正草案では，フランスの未遂犯規定と同じように，
未遂犯の刑は既遂犯と同一とするとされる。過去の刑法改正議論において
も，未遂犯と既遂犯の同一刑主義をとる方向で議論がされていたことや，既
に，現行刑法典においても，一定の犯罪については，未遂犯を既遂犯と同一
刑で処断していることなども，改正草案の規定につながったといってよいで
あろう。
4 項は，教唆の未遂も既遂犯と同一刑で処罰することを規定したものであ
る。正犯に犯罪の実行を教唆したが，正犯が実行に着手しないというような
行為者の意思とは無関係な事情によって教唆の効果が生じなかったとして
も，既遂犯と同等に処断されることを明示している。従来の未遂犯処罰の原
則では，少なくとも実行の着手の存在が必要であったため，正犯が実行に着
手しなければ共犯は処罰されないとされてきた。改正草案では，この原則を
緩和し，教唆の未遂も可罰的であることを明示した。なお，その後，他の刑
法学者と意見交換等から，草案起草者は，実行の着手が存在していない以
上，教唆の未遂の法定刑は未遂犯の法定刑より減軽すべきではないかという
ことについて留保している29）。
4　違法論―正当化事由
犯罪の成立要件として，処罰の対象となる行為が客観的要素と主観的要素
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を充足することが必要であるが，さらに，違法ではない行為を処罰すること
も禁止されている。したがって，犯罪成立要件として，行為が違法であるこ
とが必要である。改正草案では，犯罪の成立要件として，作為または不作為
という行為が存在すること，その行為が行為者の故意または過失という主観
的要素から帰結されたものであること，その行為が刑罰法規に対応するもの
であること，その行為が違法であることを示しており，行為の違法性を犯罪
の成立要件として明確に位置づけている。最終的に，犯罪行為が処罰される
ためには，違法な行為を行ったことを行為者に非難できること，すなわち，
行為者の非難可能性・有責性が求められるので， 有責性阻却事由（免責事由）
や無答責事由が存在する場合には，行為者に責任非難を加えることはできな
い。
改正草案では，違法性を阻却する正当化事由として，法律の命令または許
可，権限機関の命令，緊急避難，正当防衛，権利の濫用に対する正当な抵抗
の 5類型を規定している。
（1）　正 当 行 為
改正草案 12 条は法律の命令または許可及び権限機関の命令を規定する。
現行刑法70条の規定に若干の修正が加えられている。現行刑法の規定では，
国際人道法の著しい違反（刑法 136 条の 2 から 136 条の 8）については法律の命
令及び権限機関の命令という正当化事由の適用が除外されているが30）， 改正
草案 12 条は一般原則を定めたものであるので，各則に定める個々の犯罪に
ついては別途定めることになる。また，現行の規定では，法律の命令と権限
機関の命令のみが定められているが31）， 改正草案では， 法律の許可が追加さ
れている。スポーツの際の暴行・傷害，外科医の手術による傷害等の行為に
ついては，法律が命令しているわけではなく，法律上認められているという
実体を正確に把握するために，法律の許可を正当化事由と位置づけている。
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（2）　緊 急 避 難
改正草案 13 条は緊急避難を規定する。緊急避難は判例によって承認され
てきた正当化事由である32）。緊急避難の成立要件（1 項）としては，保全す
べき法益に対する切迫した重大な危険が存在すること，罪を犯す以外の方法
では法益を保全することができなかったこと，保全される法益が侵害される
法益よりも優越していること，である。判例では，保全される法益と侵害さ
れる法益とが同価値の場合にも，緊急避難を認め正当化してきたが33），改
正草案では，同価値の場合の緊急避難は排除されている。法益が同価値の場
合，一方の法益を保全するため他の法益を犠牲にすることを選択することは
論理的ではないことも指摘されている。法益同価値の場合の緊急避難は正当
化されないが，責任論において，成立要件を充たせば，有責性阻却事由（免
責事由）としての抗拒不能の力による強制を適用して責任を阻却することは
可能である。
2 項は自招危難の場合を規定する。破毀院も 2014 年 3 月 4 日判決で，自
招危難の場合には緊急避難を否定していた34）。改正草案では，意図的に緊
急避難の状況を作り出した行為者には緊急避難を認めず，正当化されないこ
とが明示されている。但し，意図的な自招危難の場合のみが緊急避難には該
当しないとされているので，過失によって危難状況が惹起されたような場
合，例えば，目覚まし時計でも目が覚めなかったため，病院からの患者の急
変を知らせる緊急連絡で，救命措置を直ぐに行わなければ患者が死亡するか
もしれないような状況で病院に向かう途中，制限速度違反を犯した場合は，
緊急避難が認められることもありうる。
現行刑法典には，正当化事由としての緊急避難を認める一般的な規定はな
いが，不可抗力の場合と対比するためには，緊急避難を正当化事由として位
置づける必然性は指摘されてきた35）。改正草案では緊急避難を正当化事由
として位置づける一方で，抗拒不能の力（不可抗力）は責任阻却事由と位置
づけ，両者の関係性を明確にしている。
なお，現行刑法において，拷問の罪（417 条の 3）については緊急避難が適
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用されないことが明示されている36）。国際人道法の著しい違反行為につい
ても緊急避難は適用されない（136 条の 8）37）。改正草案において緊急避難が
一般的な正当化事由と位置づけられても，一定の犯罪について緊急避難の適
用が排除される状況に変化はない。
（3）　正 当 防 衛
改正草案 14 条は正当防衛を規定する。まず，当然のこととして，復讐す
ることは禁止されているので，その大原則が 1項で明示されている。現行刑
法では，刑法総則において正当防衛に関する一般規定はなく，刑法各則にお
いて殺人罪，傷害罪及び暴行罪についてのみ正当防衛が認められるという規
定（416 条）となっているため，正当防衛は特別な正当化事由と位置づけられ
てきた38）。判例・学説では，正当防衛の適用範囲を拡大してきたが，改正
草案で正当防衛を一般的正当化事由と位置づけたことは，当然の帰結であろ
う。なお， 現行刑法では， 拷問の罪 （417 条の 3），大量虐殺の罪 （136 条の 2），
人道に対する罪 （136 条の 3）， 戦争犯罪 （136 条の 4）， テロ犯罪 （137 条以下）， 強
姦罪 （375 条）， 嬰児殺 （396 条） 及び堕胎罪 （348 条以下） については正当防衛の
適用が排除される39）。
現行刑法 417 条は夜間における住居不法侵入等を撃退する行為及び強盗に
対する防衛行為は正当防衛と推定すると規定しているが40），改正草案では，
正当防衛の推定規定は削除されている。フランス刑法の正当防衛に関する規
定では，122-6 条でベルギー刑法 417 条と同様の場合に正当防衛が推定され
るとするが41），ベルギーの現在の正当防衛に関する議論では，正当防衛の
一般規定があれば十分であり，重ねて正当防衛の推定規定を置く必要がない
と判断されたと考えられる42）。
正当防衛の成立要件については，改正草案 14 条では，① 自己または第三
者に向けられた侵害が不正で，切迫しており，重大であること，② 防衛行
為以外に他にとるべき手段がなかったこと，③ 防衛行為の相当性，④ 防衛
の意思を挙げている。
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侵害の不正性については，侵害行為が法律によって許可されていないとい
うことであり，法が許可した職務行為等は不正ではないため，その行為に対
して正当防衛は認められない43）。侵害の重大性という要件は，侵害が向け
られた法益が生命，身体，健康，移動の自由，性的自由等の法益を侵害する
重大なものであるということを意味する44）。急迫性の要件は，法益に対す
る侵害が切迫しており，法益を保全するためには即時に防衛行為をとる必要
性があったということである。したがって，侵害の急迫性が既に終了してい
る状況では，正当防衛は認められないことになる45）。また，急迫不正で重
大な侵害が自己または他人に向けられていることが必要であり，侵害の対象
が人に向けられていることが要件とされている。したがって，財産のみに向
けられた侵害に対して正当防衛は認められないことになる。但し，財産のみ
に向けられた侵害に対する正当防衛を認めるという選択肢もありうるが，こ
れは立法政策に委ねられる。財産のみに対する正当防衛を認めるとしても，
欧州人権裁判所判決で示された正当防衛の成立範囲の限定原理（防衛行為に
よって人の死を惹起することが認められるのは， 人を守るために防衛行為を行った場合に
限定される）の範囲内で認められることになろう46）。
罪を犯す以外に防衛行為として他にとるべき手段がなかったという要件も
必要である47）。防衛行為の相当性も必要であり，被害者に向けられた侵害
の重大性と侵害を阻止するために実行された防衛行為の重大性とが比例して
いなければならない48）。防衛行為は防衛の意思を伴って行われることが必
要である49）。改正草案の正当防衛規定では，防衛の意思が成立要件として
明示されている。これまでの正当防衛の規定には防衛の意思は明示されてい
なかったが，学説では防衛の意思の必要性が指摘されていたことや，ドイ
ツ，オランダ等の諸外国の正当防衛の規定では防衛の意思の必要性が明示さ
れていたこと等の影響を受けているといえる50）。
（4）　過 剰 防 衛
なお，過剰防衛（32 条）については，「第 4 章 刑罰」の「第 2 節 宥恕事
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由」として規定が置かれている。過剰防衛は必要的減軽事由であり，改正草
案 32 条 2 項に従って刑が減軽される。現行刑法では，過剰防衛に関する一
般規定は存在していないが，刑法 411 条が「殺人，傷害及び暴行が，人に対
する重大な攻撃によって惹起されたときには，宥恕される。」と規定して，
殺傷罪について，過剰防衛に類似する事案について刑の減軽を認めている。
ただ，現行法では，殺傷罪に限定して刑の減軽を認めているにすぎず，殺傷
罪以外の犯罪について過剰防衛による刑の減軽を認めることができない。今
回の改正草案では，この状況を改め，過剰防衛を，ドイツ刑法 33 条のよう
な刑の免除事由としてではなく，オランダ刑法 41 条 § 251）をモデルに，刑の
減軽事由として位置づけている。過剰防衛の場合には，有責性が完全に阻
却・消滅するのではないので，刑を免除するのではなく，減軽された刑を科
すことが適切であるという思考があると考えられる。刑の減軽の根拠として
責任減少説に立脚しているといってよいであろう。
過剰防衛の要件としては， 正当防衛の状況にあったこと， すなわち， ① 侵
害者からの自己または第三者に対する不正，重大かつ現在の侵害が存在する
こと，② 侵害行為が惹起した激情の影響下で防衛行為を行ったこと，③ 防
衛行為が侵害行為により惹起された激情に基づくものであるという因果性と
この激情が防衛行為の相当性を逸脱する原因となったこと，という 3要件が
必要である。①の要件については正当防衛の場合と同様である。②の要件に
ついては，合理的な一般人が，同様の状況において，同じように行動したか
ということが考慮され，ドイツ刑法 33 条のように，「錯乱，恐怖または驚
愕」という激情の性質について制限的に列挙しているわけではなく，激情の
性質がどのようなものかという点は裁判官の判断に委ねられる52）。③の要
件については，侵害行為が惹起した激情の影響下で直接的に防衛行為が行わ
れることが必要であって，復讐のために行動した場合は，侵害行為が惹起し
た激情に基づく行動ではないので防衛行為とは認められない。また，侵害行
為と防衛行為との間に時間的な間隔があるような場合には，過剰防衛も認め
られない。激情に基づいて行動したことで防衛行為の相当性を逸脱したこと
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が必要である。
オランダでは，過剰防衛と認められるためには，防衛行為が避けられな
かったこと，具体的には，退避可能性がなく，他にとるべき手段がなかった
という要件が必要であるとされているが53），この要件が必要か否かという
点では議論があった。激情に支配されている場合には，退避可能であった
か，他にとりうる手段があったか，ということを認識できない場合もあるの
で，退避可能性等の要件は不要とされた54）。退避可能性があっても，激情
に支配された防衛行為の場合には，過剰防衛を認める余地はある。
（5）　権利の濫用に対する正当な抵抗
改正草案 15 条は権利の濫用に対する正当な抵抗を規定する。違法性が明
白な権限濫用行為に対して，即時に対応しなければ法益を保全できなかった
場合には，権限機関の権利濫用行為に対して正当に抵抗することを正当化事
由として位置づけている。本条の正当化事由は過去の改正草案においても取
り上げられてきた事由であり，今回の改正草案では，明示的に正当化事由と
して規定している55）。現行刑法典において，権利の濫用に対する正当な抵
抗を規定する条文は存在していないが，刑法 269 条の反抗の罪（rébellion）が
公務を執行する者のその職務行為に対する暴行・脅迫による攻撃・抵抗を処
罰していることから56），職務行為が適法であることを暗黙の前提としてい
るので，違法な職務行為に対する抵抗は許容されると解することができると
その法的根拠については説明されることもある57）。ただ，この正当化事由
の適用範囲は限定されており，違法性の立証が裁判時においても困難である
場合や，行為者が濫用行為の違法性を認識していない場合には，認められる
ことはない58）。なお，形式的瑕疵や権限がないという違法性の本質につい
ては正当化事由の成否には影響しない59）。また，違法行為に対して即時に
抵抗しなければ，回復できないような被害が生じる可能性があったという要
件が必要である60）。具体的には，権限機関の違法な権利濫用行為によって，
身体の完全性，移動の自由または住居の不可侵性等に対する著しい侵害があ
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る場合への抵抗等が想定される。抵抗行為は，違法行為の性質及びその重大
性に対して相当なものである必要がある61）。
5　犯罪行為者
犯罪が成立するためには，違法な行為を行為者に帰責できることが必要で
ある。行為者の責任に関する一般規定として，個人行為責任（16 条）と法人
の刑事責任（17 条）の規定を置いている。
改正草案 16 条 1 項は個人行為責任の原則を明示し，2 項では自然人と法
人が責任の対象となると規定する。16 条 1 項の規定は，個人行為責任を規
定したフランス刑法 121-1 条の影響を受けたものである62）。2 項はオランダ
刑法 51 条に影響された規定であると考えられる63）。
法人の刑事責任については，既に，1999 年 5 月 4 日法によって刑法典に
規定が設けられた。現行刑法 5 条 1 項は，「あらゆる法人は，その目的の実
現もしくはその利益の防衛と本質的に関連する犯罪または具体的な事実が法
人の利益のために実行されたことを証明している犯罪について刑事責任を負
う。」と規定しており64），改正草案 17 条 1 項もこの規定をそのまま継承し
ている。現行刑法 5条 2項については，これまでに多くの問題が指摘されて
きた。刑法 5条 2項は「特定の個人の介入を理由としてもっぱら法人の刑事
責任が問われるときには，最も重大なフォート（faute）を犯した者が処断さ
れる。特定の者が認識しかつ意図的にフォートを犯したときには，責任のあ
る法人と同時に処断される。」と規定するが65），法人の刑事責任と個人の刑
事責任との関係性について，批判が加えられてきた。この規定の「専ら（ex-
clusivement）」という文言解釈について，法人の刑事責任と個人の刑事責任と
が競合するか否か，最も重いフォート（faute la plus grave）」という文言の解
釈が不明確でありその解釈が裁判官に委ねられている点が罪刑法定主義上の
問題となるのではないかについて批判が加えられてきた66）。特に， 法人の刑
事責任と個人の刑事責任とが競合する場合の適用がどうなるのか，という点
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について解釈上の問題があるといわれてきた67）。
改正草案では，刑法 5条 2項の規定は完全に削除されている。また，法人
の刑事責任と個人の刑事責任との競合を認めるため，16 条 3 項はフランス
刑法 121-2 条の規定にならい，法人の刑事責任は同一事実についての正犯ま
たは共犯の刑事責任を排除しないことを明示している68）。
刑事責任を問われる客体としての法人の定義については，改正草案 17 条
2 項に規定されるが，この定義規定については，現行刑法 5 条69）の定義をそ
のまま継承している。
6　共 犯 論
改正草案 18 条は共犯に関する規定である。18 条は〈participation〉とい
う文言を用いている。本条の内容から，〈participation〉という文言は広義
の共犯という意味で用いられていると考えてよいと思われるので，便宜上，
共犯（加担犯）という訳語を用いる。現行刑法の共犯に関する規定において
は，正犯と共犯とは区別され規定されてきた。刑法 66 条は正犯を規定し，
正犯とは，直接正犯及び共同正犯のほか，犯罪の実行を直接幇助した者，犯
罪の実行を直接教唆した者，犯罪の実行を直接扇動した者で，犯罪の実行に
直接関与しその幇助行為・教唆行為がなければ犯罪の実行ができなかった場
合をいう70）。刑法 67 条は共犯を規定し，犯罪の実行に指示を与えた者，犯
罪に用いられることを認識しながら犯罪に用いられる武器，道具またはその
他すべての手段を得させた者，66 条 3 項（犯罪の実行を直接幇助した者）のほか
に，認識しながら，犯罪を準備しまたは容易にした事実または犯罪を完成さ
せた行為において正犯を幇助または援助した者，を共犯と定義する71）。ベ
ルギーの正犯の定義では，教唆者，幇助者についても，犯罪の実行と直接因
果関係があり必要不可欠であった場合は正犯とされる一方，犯罪の実行とそ
の結果に直接因果性がないが有益であった場合が共犯とされることになる。
ただ，この区別の基準は明確ではなく，裁判実務においても，犯罪の実行に
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直接関与した者なのか共犯にとどまるのかの区別については明確な基準を示
すことは困難であった72）。フランス刑法の共犯規定（121-6 条・121-7 条）にお
いては，共同正犯と共犯を区別せず共犯は正犯として処断され，共犯行為が
必要であったのか有益であったにすぎないかということも問われず，法律で
定められた方法で犯罪に寄与した者を共犯としている73）。
これまでの刑法改正の議論においても，現行刑法の正犯と共犯の区別につ
いては削除する方向で議論が尽くされてきた。例えば，1985 年改正草案で
は，共同正犯，教唆犯，幇助犯の 3類型を定め，犯罪の正犯として処断する
としていた74）。今回の改正草案でも，これまでの判例，学説の議論を受け
て，共同正犯，教唆犯，幇助犯を共犯 （加担犯） として規定し，その法定刑に
ついても正犯と同一刑で処断することとした。
改正草案 18 条 1 項は，共犯（加担犯）に関する規定は，自然人だけではな
く法人にも適用されることを明示している。
改正草案では，不作為による共犯及び事後従犯についても規定する。不作
為による共犯については，破毀院は，不作為による犯罪への関与が，意図的
に行われ，犯罪の実行を明確に促進するような場合には，不作為による関与
を作為による関与とみなして処断することを認めている75）。破毀院判例を踏
まえて，不作為による関与が犯罪の実行に直接的に寄与したと認められる場
合を処罰の対象として規定している。共犯が処罰されるためには，共犯行為
が正犯の実行行為の以前あるいは同時に行われていなければならない76）。し
たがって，事後従犯は原則的には可罰的ではない。但し，事後従犯が全く認
められないというわけではなく，正犯と共犯が事前に共謀していた結果，正
犯の犯罪実行後に共犯が関与した場合には，共犯を処罰することが可能とな
る77）。
故意犯（重罪または軽罪）の共犯は可罰的であるが，過失犯の共犯は不可罰
であることが明示された（3 項）。この規定の重要性は，主観的要件との関連
で，秩序違反犯の共犯は秩序違反犯が意図的に実行されている以上は可罰的
となる点である。
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改正草案 19 条は共犯への加重要素及び加重事由の帰責について定める。
この規定は，共犯と身分を定めた規定である。ベルギー刑法では，伝統的
に，客観的加重要素・客観的加重事由と主観的加重要素・主観的加重事由と
に区別してきた。客観的加重事由は犯罪を構成する行為に固有の事由であ
り，正犯と共犯に連帯的に作用することになる。一方，主観的加重事由は行
為者固有の事由であり，主観的加重事由は個別的に作用することになる78）。
客観的加重事由の連帯性については，これまでに批判が加えられてきたが，
欧州人権裁判所が加重事由の連帯性についてベルギー政府を有罪とする判決
を下した79）。欧州人権裁判所は，客観的加重事由が存在する場合，犯罪行
為者すべてに連帯して作用するため，自分が関与していないことを証明する
機会を奪うことで客観的加重事由には関与していない者の弁護権を侵害し，
陪審員も量刑の場面で大きな影響を有する犯罪の共犯個々人の責任の程度を
審理することができない等の問題点を指摘している80）。この判決を踏まえ
て，19 条 1 項では，客観的加重要素・事由の連帯的作用について主観的な
限定を加えている。すなわち，共犯に客観的加重要素・事由の存在の認識ま
たは客観的加重要素・事由が実現することについての認識という認識的要素
と犯罪に関与するという意思という意思的要素が認められることが，客観的
加重要素・事由が連帯的に作用するための条件となる。したがって，被告人
が客観的加重要素・事由を認識しその実現を意図したという主観的要素を充
足したかを立証する責任は訴追する当事者にある。これに対して，2 項は主
観的加重要素・事由の個別的作用について，主観的加重要素・事由がある者
の刑にのみ影響することを明示する。具体的には，公務員という身分を有す
る者や被害者の両親等被害者との特別な関係を有する者のみに加重された刑
が科せられることになる。両親等の直系尊属に対する暴行・傷害罪（刑法 410
条）について，身分関係にない共犯については加重された刑ではなく通常の
刑が科せられることになる81）。なお， 正犯・共犯を問わず， 犯罪の主体がそ
の適用条件を備えたときには，主観的加重要素・事由が個別的に適用される
ことになる82）。
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7　責任論―有責性阻却事由（免責事由）と無答責事由
（1）　有責性阻却事由（免責事由）
改正草案 20 条は有責性阻却事由（免責事由） （les causes d’exemption de culpabi-
lité）83）を定める。犯罪が成立するためには，違法行為を行ったことについて
行為者に法的に非難を加えることができること，行為者に当該行為を帰責で
きること（非難可能性）が必要であるため，有責性が認められず刑事責任を問
えない場合には，犯罪は成立しないことになる。違法評価と責任評価の区別
は，共犯の処罰とも関連する。正犯に正当化事由が存在するため正犯行為の
違法性が阻却された場合，そもそも可罰的な行為が存在しないため，共犯の
処罰の根拠となる正犯行為が存在せず共犯も成立しないことになる。その意
味では，ベルギーにおいても違法の連帯性が認められている。一方，正犯の
行為は違法ではあるが責任を問えない場合には，共犯の処罰の根拠となる正
犯の違法行為は存在するため，正犯に刑事責任を問えなくとも，共犯には責
任を問いうることになる。したがって，責任は個別的に評価されることにな
る。
有責性阻却事由（免責事由）として，抗拒不能の力（不可抗力）による強制
（21 条）と避けることのできない錯誤（22 条）を挙げている。
不可抗力について，改正草案では〈 force irrésistible〉という文言が用いら
れている。直訳すれば「抗拒することのできない力」ということになるが，
〈 force majeure （不可抗力）〉と同じ概念であるとされているので，抗拒不能の
力（不可抗力）という訳語をあてることにする。現行刑法 71 条は，責任無能
力・限定責任能力の場合（精神障害によって是非弁別能力もしくは行動制御能力がな
いまたは著しく減退している場合）と不可抗力によって強制された場合について
犯罪は成立しないと規定しているが84）， 改正草案では， 不可抗力による強制
については有責性阻却事由（免責事由）として，責任無能力・限定責任能力
は無答責事由として区別して規定している。
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現行の不可抗力の規定では，フランス旧刑法典における不可抗力の規定と
同じように，被告人が抗拒することのできない力によって強制されたとき
は，犯罪は存在しない，と規定する85）。しかし，この規定は，犯罪成立要
件の観点からは正確ではなく，不可抗力は有責性阻却事由（免責事由）であ
るため，行為の違法性には影響しないことから，犯罪は存在しないという表
現には問題があるとの指摘もある86）。改正草案では，不可抗力による強制
の下で行動した者は刑事責任を負わないと従来の規定を修正している87）。
改正草案においても，抗拒不能の力（不可抗力）について定義がなされて
いないので，その定義は裁判所の判断に委ねられている。破毀院の判断によ
れば，不可抗力と認められるためには，人間の意思とは独立した外部的な事
象から生じていること，自由意思が完全に抑圧されていること，という要件
が必要である88）。さらに， 行為者が不可抗力の状況で結果発生に寄与してい
なかった場合に限り，不可抗力の主張ができるという限定が追加される89）。
破毀院 2014 年 9 月 16 日判決においても，刑法 71 条は，強制または不可抗
力が予見することも回避することもできなかったこと，強制または不可抗力
が行為者に課せられていたこと，行為者が結果発生に積極的にも消極的にも
寄与していないことを示していること，を要求していると明示している90）。
強制は物理的なものに限定されず，心理的なものであってもよいことは判
例・学説で承認されている。不可抗力による物理的強制または心理的強制に
よって，行為者の自由意思が奪われ，犯罪を実行せざるを得ない状況に追い
込まれたという点が重要である。不可抗力によって強制されていたか否かの
判断は，行為者が，罪を犯せという強制に合理的に抵抗することができたか
否かの判断に帰着することになる。合理的に抵抗することができたか否かの
判断基準は一般人の見地からなされる。改正草案の不可抗力の規定は，刑法
71 条の文言を一部修正しながら，その根幹を承継しているといってよい。
抗拒不能の力 （不可抗力） による強制と緊急避難について，当初はそれほど
厳格に区別されていないこともあったが， 破毀院 1987 年 3 月 13 日判決91）に
おいて，強制と緊急避難を明確に区別し，自由意思が失われた場合には強制
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が問題となる場合であり，自由意思が限定されても存在していた場合には緊
急避難が問題となることを明確にした。前述したように，緊急避難は正当化
事由として違法性の段階で問題となり，不可抗力による強制は責任段階で問
題となることが，改正草案では明確にされた点で意義がある。
避けることのできない錯誤（22 条）は，判例によって承認された有責性阻
却事由 （免責事由） である。避けることのできない錯誤は，事実の錯誤及び法
律の錯誤において問題となる。ベルギーでは，法律の錯誤については，「法
の不知は恕さず」という格言に従って，故意の成否には影響しないとされて
きたが，破毀院 1946 年 7 月 10 日判決以降は，事実の錯誤でも法律の錯誤で
も， 錯誤が避けられなかったときには， 有責性を阻却するとされている92）。
破毀院の判断によれば，事実の評価の場面においても，行為の違法性の評価
の場面においても，慎重で合理的な通常人が同様の状況において同じ行為を
行った場合には，錯誤は避けられなかったと判断されることになる。した
がって，誤想防衛のような違法性阻却事由に関する錯誤についても，その錯
誤が避けることができなかった場合には，有責性が阻却されることになると
考えてよい93）。
（2）　無答責事由
改正草案 23 条は無答責事由（cause de non-imputabilité）を規定する。改正
草案では，有責性阻却事由（免責事由）と無答責事由とを区別し，無答責事
由として，精神の障害（24 条）と刑事未成年（25 条）を定める。有責性阻却
事由 （免責事由） も無答責事由も行為者の責任を問いうるかという場面で問題
とされることになるが，無答責事由については，正当化事由も有責性阻却事
由 （免責事由） も存在しない場面で問題とされると理解されている94）。行為者
が，精神の障害に冒されているため，あるいは，未成年者であるために，是
非善悪の判断ができないような場合には，行為者に責任を問えない以上，通
常の刑罰を科すことはできず，特別な処分を適用することで行為者を処遇す
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ることが妥当だと考えられる。
現行刑法 71 条は，被告人が，行為のときに，是非弁別能力もしくは行動
制御能力を失わせまたは著しく変質させる精神障害に冒されていたときは，
犯罪は存在しない，と規定する95）。不可抗力による強制の場合と同じよう
に，精神障害は責任阻却事由として理解され，行為の違法性を阻却するもの
ではないため，犯罪は存在しないとすることは正確ではないと批判されてき
た。また，精神障害が犯罪の主観的要件の存否に影響を与えることもない。
精神障害が故意犯を過失犯に変質させるということもない。破毀院 2008 年
2 月 12 日判決において，精神障害に冒されていた行為者が，窒息自殺する
つもりであり，行為時に深刻な精神的不安定の状態にあって行動を制御する
ことができなかったことが明らかであるとしても，爆発物を用いて建造物を
損壊する罪（刑法 520 条）の主観的要件を完全に実現していることを認めてい
る96）。このような議論を踏まえて，是非弁別能力または行動制御能力を失
わせる精神障害を，責任を阻却する無答責事由と位置づけている。フランス
でも，かつては，心神喪失の場合には犯罪が存在しないと規定していたが，
現行の刑法 122-1 条 1 項は，行為時に精神障害に冒されていた者には刑事責
任がないと規定している97）。改正草案の精神障害の規定もフランス刑法の
規定をモデルにしているといってよい。
改正草案 23 条は，行為のときに，是非弁別能力または行動制御能力を失
わせる精神の障害に冒されていた行為者に刑事責任を問えないと規定する。
保安監置に関する 2014 年 5 月 14 日は，「是非弁別能力または行動制御能力
を失わせたまたは著しく変質させた精神障害」に冒されていたかという基準
を示している。この基準では，是非弁別能力または行動制御能力を著しく変
質させたという概念も含まれているが，この解釈適用については不明確な部
分が残ることから，改正草案では，是非弁別能力または行動制御能力を失わ
せた精神障害のみを無答責事由として規定した。刑事責任を問えない精神障
害に冒された者については，条件を充たせば，保安監置処分に置かれること
になる。また，是非弁別能力または行動制御能力を著しく変質させたという
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精神障害の場合，換言すれば，限定責任能力の場合は，義務づけられた治療
（46 条）を適用することや保護観察刑（49 条）を適用することも想定されてい
る。
刑事未成年の規定（25 条）については，現行法の規定を継承しており，特
筆すべき事項はない。
8　宥 恕 事 由
改正草案では，刑の宥恕事由（cause d’excuse）は刑罰の章で規定されてい
る。改正草案 31 条は，刑の宥恕事由として，刑の免除事由と刑の減軽宥恕
事由を定める。刑の免除事由とは，犯罪の構成要素を充足し，違法性，有責
性が認められ，犯罪が成立しても，刑を免除するというものであり，現行刑
法では，親族関係，権限機関への告発，権限機関への服従，損害の賠償，特
別な捜査手続において犯された犯罪，自然人の刑事責任と法人の刑事責任が
競合せず重大な過失を犯した者のみに刑事責任を問う場合（改正草案ではこの
規定は削除されている）等が挙げられる98）。刑の減軽宥恕事由とは，免除事由
とは異なり，刑を免除するのではなく，社会的な功利性及び刑事政策の目的
から，法律で定める刑を減軽する事由であり，刑の減軽事由と競合して適用
することは可能であるが，まずは刑の減軽宥恕事由を適用し，その後，酌量
的な刑の減軽事由を適用することになる。現行法では，通常であれば無期懲
役で処断される罪を未成年者が犯した場合 （刑法 12 条），教唆犯，権限機関へ
の告発（薬物に関する罪 6 条 3 項， ホルモンに関する罪 10 条 § 5・1 項）等が挙げられ
る99）。
宥恕事由は法律で定めなければならない （2項）。現行刑法でも，78 条は，
法律が定める場合のみ重罪または軽罪の刑を宥恕することができると規定し
ているので，改正草案 31 条は，基本的には，この規定を承継している。法
律で定めるという場合，刑法典「第 1 編 総則」ですべて定める方法が理想
的ではあっても，規定に不備が生じることもありうるし，現実に，個人の性
176
的自由と関係する SM 行為に関して，SM 行為によって生じた暴行・傷害罪
は，当事者の同意があったとしても，行為の違法性や責任を阻却するものと
はなりえず，犯罪は成立するが，欧州人権条約 8条 1項に照らして，それが
行き過ぎたものではない場合には，個人の自由を尊重して処罰の必要性がな
いとして，宥恕されうるとした破毀院判例100）が存在することから，判例実
務においても，宥恕事由を緩やかに認める方向性にあるといえる101）。そこ
で，刑法典「第 2 編 各則」において，個々の犯罪に宥恕事由を定めるとい
う手段をとることが考えられる。改正草案では，前述したように，改正草案
25 条の刑事未成年の規定において，未成年者には無期懲役を言い渡すこと
はできないと規定し，さらに，前述したように，新たに過剰防衛に関する規
定を設けている。
 （未完　次号に続く）　
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11）　Commission de réforme du droit pénal. Proposition d’avant-projet de Livre 1er du 
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